
４ 指標一覧
●第４章政策分野別の主要施策に掲げる指標の一覧を示すとともに、年度別の目標値、指標の設定根拠を整理しています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

1 健康寿命

男性
H28
71.54
歳

73.28
歳

73.57
歳

73.86
歳

74.15
歳

74.44
歳

74.73
歳

75.02
歳

75.31
歳

75.60
歳

「健康寿命」は平均寿命から
健康に問題のある期間を差
し引いた期間であり、健康
づくりの取組の成果を測る
指標です。全国的に延伸傾
向にあることから、本県に
おいても全国平均と同程度
に延伸させていく目標を設
定しています。

女性
H28
75.05
歳

76.25
歳

76.45
歳

76.65
歳

76.85
歳

77.05
歳

77.25
歳

77.45
歳

77.65
歳

77.85
歳

若い世代から高齢者までライフステージに応じた疾病予防

2
メタボリックシンド
ローム該当者及び予
備群の割合（特定健
康診査受診者）

R元
31.2% 28.3% 27.4% 26.5% 25.6% 24.6% 23.7% 22.8% 21.9% 21.0%

本県は男性・女性ともに割
合が増加傾向である上、全
国でワースト上位です。健
康寿命の延伸や生活習慣病
の予防のために、平成 20
年度比で 25%減少という国
の目標に準拠し、目標年度
までに 21%への減少を目指
します。

3 歯の健康

80歳で自分
の 歯 を 20
歯以上有す
る者の割合

R 元
44.1% 60.0%

以上
60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上

60.0%
以上 健康寿命の延伸につながる

歯と口の健康を保つため、
歯の保有状況や歯を失う原
因となる永久歯のむし歯の
状況を把握し、目標年度ま
でに各指標の上昇・維持を
目指します。目標値は国の
目標値や県の実績を踏まえ
て設定しています。

6歳で永
久歯むし
歯のない
者の割合

R元
96.6% 97.0％

以上
97.0％
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

97.0%
以上

12歳でむ
し歯のな
い者の割
合

R元
60.4% 65.0％

以上
65.0％
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

65.0%
以上

4 がん検診受
診率　

胃がん R元
35.0%

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

がん検診は、がんの早期発
見・早期治療につながるた
め、本県の死因第 1位であ
るがんによる死亡率減少に
向けて、がん検診受診率を
国の目標値以上とすること
を目標としています。

肺がん R元
33.7%

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

大腸がん R元
29.7%

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

50.0%…
以上

乳がん R元
44.9%

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

子宮頸がん R 元
39.8%

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

60.0%…
以上

5
がんの年齢調整死亡
率（全がん・男女計・
75歳未満・人口 10
万対）

R元
71.20 70.24 68.8 67.21 65.62 64.03 62.44 60.85 59.26 57.67

がんは昭和 59 年から本県
の死因の第 1位であるなど
死亡者数が多く、全国と比
較しても、がん年齢調整死
亡率は高い状況にあります。
がん対策を推進し、年齢調
整死亡率の減少率が全国並
の水準となることを目指し
ます。

6
脳血管疾患
年齢調整死
亡率（人口
10万対）

男性
H27
43.7 42.14 41.6 41.06 40.51 39.97 39.43 38.89 38.34 37.8

循環器病は日本の主要な死
亡原因であり、本県も同様
の状況です。脳血管・心疾
患年齢調整死亡率は全国と
比べて、本県は下位の状況
です。循環器病対策を推進
し、年齢調整死亡率が全国
並の水準となることを目指
します。

女性
H27
27.4 25.23 24.7 24.17 23.64 23.11 22.58 22.06 21.53 21.0

ひと分野 全国に誇れる健康長寿県へ
※網掛け部分は基本指標です。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

7
心疾患年齢
調整死亡率

（人口 10 万
対）

男性
H27
79.2 77.67 76.13 74.6 73.07 71.54 70.0 68.47 66.94 65.4

循環器病は日本の主要な死
亡原因であり、本県も同様
の状況です。脳血管・心疾
患年齢調整死亡率は全国と
比べて、本県は下位の状況
です。循環器病対策を推進
し、年齢調整死亡率が全国
並の水準となることを目指
します。

女性
H27
41.1 40.33 39.57 38.8 38.03 37.27 36.5 35.73 34.96 34.2

8 特定健康診査実施率
R 元

54.7% 70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

70%
以上

県民の死因の 6 割を占める
生活習慣病の予防・早期発
見のために、特定健康診査
の実施率を把握し、国の目
標値である 70% 以上を目指
します。

9

生活習慣病などの対
策のため、健康診断
を受診していると回
答 し た 県 民 の 割 合

（意識調査）

R3
77.9% 78.4% 78.9% 79.4% 79.9% 80.4% 80.9% 81.4% 81.9% 82.0%

以上

県民の健康診断に対する意識
を測り、現状の分析に用い
る指標として設定しました。
R3 の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

食、運動、社会参加による健康づくり

10
特定健康診
査受診者の
うち肥満者
の割合

男性
H29

37.3% 33.3% 32.5% 31.7% 30.9% 30.1% 29.3% 28.5% 27.7% 27.0%
本県は男性・女性ともに割
合が増加傾向である上、全
国でワースト上位です。健
康寿命の延伸や生活習慣病
の予防のために、国の目標
値や県の実績を踏まえて減
少を目指します。

女性
H29

25.3% 23.2% 22.8% 22.4% 22.0% 21.6% 21.2% 20.8% 20.4% 20.0%

11
肥満傾向児出現率の
全国平均との比較値

（ 全 国 =100）（ 幼・
小・中・高）

R 元
133.8 130.0 126.3 122.5 118.8 115.0 111.3 107.5 103.8 100.0

学校保健統計調査により、
肥満傾向児の出現率の全国
の平均に対する福島県の平
均の割合を把握し、肥満傾
向児の出現率の減少を目指
すため、R12 までに全国平
均と同じ出現率にすること
を目標としています。

12
成人の週 1 回以上の
運動・スポーツ実施
率

R 元
49.9% 50.0% 51.0% 53.0% 55.0% 57.0% 59.0% 61.0% 63.0% 65.0%

県民の運動・スポーツ習慣の
定着を目指すため、健康の保
持増進や体力の向上のための
取組を表す運動やスポーツを
する成人の割合を把握し、国
の目標値を R12 の達成目標
値としています。

13

自分手帳の活
用率（児童生
徒が自身の健
康課題を認識
し解決する力
を育成するた
め、自分手帳
を活用してい
る学校の割合）

小学生
R2

95.5% 97.0% 98.5% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
自分手帳の活用率を把握し、
児童生徒の健康マネジメン
ト能力の向上を目指すため、
R12 までに小中高全ての児
童生徒が活用することを目
標としています。

中学生
R2

87.9% 89.9% 91.9% 94.0% 96.0% 98.0% 100% 100% 100% 100%

高校生
R2

23.3% 31.8% 40.3% 48.9% 57.4% 65.9% 74.4% 83.0% 91.5% 100%

高齢者の介護予防の強化

14 高齢者の通いの場へ
の参加率

R 元
5.8 % 6.8% 7.2% 7.6% 8.0% 8.4% 8.8% 9.2% 9.6% 10.0%

高齢者の介護予防のために、
介護予防に効果があるとさ
れている住民主体の通いの
場への 65 歳以上人口の参
加率を把握し、上昇を目指
します。本県の上昇傾向を
踏まえて、国の目標値であ
る 8% を上回る水準を目指
します。

東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康づくり

15 被災自治体の特定保
健指導実施率

H30
2 ～

80.6%
被災自治体のすべてにおいて 45% 以上

原発事故の被災地域において、
住民の健康増進を目指す上で、
保健サービス提供体制の再構築
が重要な課題となっています。
そのため、基本的な保健サービ
スである「特定保健指導」の実
施率について、県全体の目標で
ある 45% 以上を目指します。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

16
福島県で子育てを行
いたいと回答した県
民の割合（意識調査）

R3
65.7% 68.0% 70.3% 72.6% 74.9% 77.2% 79.5% 81.8% 84.1% 86.0%

以上

本県の結婚・出産・子育ての
希望をかなえる環境づくりに
向けた政策の成果を測る指標
として設定しました。R3の
意識調査において「どちらで
もない」と回答した県民の割
合を現況値に加えた数値を目
標としています。

出会い・結婚、妊娠・出産の希望をかなえる支援の充実

17 婚姻数
R2
6,675
件

8,000
件

8,000
件

8,000
件

7,000
件

6,840
件

6,680
件

6,520
件

6,360
件

6,200
件

県民の出会い・結婚の希望が
かなえられているか測るた
め、R6まで目標としている
年間8,000件（「ふくしま新
生子ども夢プラン」の目標値）
に、本県の推計人口（人口減
等）を反映させた数値を目標
としています。

18
合計特殊出生率
※目標値は県民の希
望出生率に基づきま
す。

R2
1.48 1.54 1.57 1.61 1.64 1.67 1.70 1.73 1.76 1.80

「福島県人口ビジョン」に掲
げた県民の希望出生率（R22
に 2.11）に基づく目標値を
設定することで、県民の結婚・
出産・子育ての希望をかなえ
る環境づくりの達成状況を測
ります。

19 周産期死亡率
R2　
3.9

（概数）‰
3.7‰ 3.6‰ 3.6‰ 3.5‰ 3.5‰ 3.4‰ 3.4‰ 3.3‰ 3.2‰

産婦人科医師の不足や、分娩
取扱施設の減少など、本県の
周産期医療は極めて厳しい状
況です。県民が安心して妊娠・
出産に臨めるよう、周産期医
療の取組を推進し、周産期死
亡率が全国並の水準となるこ
とを目指します。

20 産科・婦人科医師数
（人口 10万対）

H30
39.4 人 48.8 人 51.2 人 53.8 人 56.5 人 59.1 人 61.8 人 64.4 人 67.0人 69.7人

本県における産婦人科医師
数の推移を把握し、安心し
て妊娠・出産ができる環境
づくりを目指すため、R12
までに必要となる医師数を
確保・定着させることを目
標としています。

21 50歳時未婚
割合

男性 H27
24.69% 現状の把握・分析に用いる（目標値は設定しない）

合計特殊出生率の主要な増
減要因に「結婚動向の変化」
があることから、本指標に
より、本県の「未婚化」の
傾向を把握し、合計特殊出
生率の動向の分析に用いま
す。なお、結婚する・しな
いの選択は当人の意思によ
るものであるため、目標値
は設定していません。

女性 H27
11.63% 現状の把握・分析に用いる（目標値は設定しない）

22 平均初婚年
齢

夫 R2
30.3 歳 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

合計特殊出生率の主要な増
減要因に「結婚動向の変化」
があることから、本指標に
より、本県の「晩婚化」の
傾向を把握し、合計特殊出
生率の動向の分析に用いま
す。なお、結婚の時期は当
人たちの意思により決める
ことであるため、目標値は
設定していません。

妻 R2
28.8 歳 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

23 有配偶出生率 H27
82.1‰ 現状の把握・分析に用いる（目標値は設定しない）

合計特殊出生率の主要な増
減要因に「夫婦の出産行動
の変化」があることから、
本指標を合計特殊出生率の
動向の分析に用います。な
お、妊娠・出産は当人たち
の意思により決めることで
あるため、目標値は設定し
ていません。

ひと分野 結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づくり
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

安心して子育てできる環境づくり

24 小児科医師数（人口
10万対）

H30
102.3
人

120.1
人

124.5
人

126.7
人

128.9
人

131.0
人

133.2
人

135.4
人

137.6
人

139.8
人

本県における小児科医師数の
推移を把握し、安心して子育
てができる環境づくりを目指
すため、R12までに必要とな
る医師数を確保・定着させる
ことを目標としています。

25
保育所入所希望者に
対する待機児童数の
割合

R3
0.2% 0.1% 0.1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

県内の保育ニーズと待機児
童の現状を把握することで、
必要となる子育て支援サー
ビスの充実を図り、R6まで
に待機児童を解消すること
を目標としています。

26 発達障がい者支援セ
ンターでの相談件数

R2
1,331
件

数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

各地域における多様な支援
ニーズに対応する体制を構
築するため、発達障がいに
対する相談支援の現況を把
握します。なお、相談件数
の増減には様々な要因が考
えられることから、目標値
は設定せず、毎年度の把握、
分析に用います。

社会全体で子育てを支える仕組みづくり

27
男性の育児休業の取
得率（民間（事業所
規模 30人以上））

R2
8.4% 12.7% 14.8% 17.0% 19.2% 21.3% 23.5% 25.6% 27.8% 30%

男性の子育てへの参画の現
状を分析する指標として、
国の計画における「民間企
業における男性の育児休業
取得率」の成果目標である
30%を参考に目標値を設定
しています。

28
男性職員の育児休業
の取得率（福島県※
知事部局）

R2
30.4% 40% 60% 80% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

男女共同参画の推進の観点
から、女性職員だけではな
く、男性職員が育児休業等
を取得することが「当たり
前」となるような職場環境
づくりが必要なため、取得
率 100％を目指します。な
お、令和 4～ 6 年度の目標
値は令和 7年度の目標値に
向けて毎年一定の割合で上
昇させるとの考え方で設定
しています。

29
男性職員の育児休業
の取得率（福島県内
市町村※首長部局）

R元
7.4% 18.6% 22.4% 26.2% 30% 30%

以上
30%
以上

30%
以上

30%
以上

30%
以上

男性職員の子育てへの参画
の現状を分析する指標とし
て、国の計画における「地
方公務員の男性の育児休業
取得率」の成果目標である
30％を参考に目標値を設定
しています。なお、令和 4
～ 6 年度の目標値は令和 7
年度の目標値に向けて令和
元年度の現況値から毎年一
定の割合で上昇させるとの
考え方で設定しています。

30

地元自治体等と共に課題解
決に向けた学習活動を実施
した学校の割合（高等学校）…
（地元自治体や企業等と共に課
題解決に向けた学習活動を実施
した学校、又は探究学習等を基
に地元自治体に政策の提言等を
行った学校の割合（高等学校））

ー 60% 70% 80% 90% 100% 100% 100% 100% 100%

課題先進県の本県において、
地域と連携した地域課題探
究学習は、福島ならではの
教育であるとともに、地域
の未来を担う人材育成にも
つながっていくため、R8ま
でに全ての学校での実施を
目標としています。

31
福島県の教育環境に
満足していると回答
した県民の割合（意
識調査）

R3
41.1% 44.7% 48.3% 51.9% 55.5% 59.1% 62.7% 66.3% 69.9% 73.0%

以上

本県の教育環境に対する県
民の満足度を測り、現状の
分析に用いる指標として設
定しました。R3の意識調査
において「どちらでもない」
と回答した県民の割合を現
況値に加えた数値を目標と
しています。

ひと分野 「福島ならでは」の教育の充実
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

「学びの変革」の推進と資質・能力の育成

32

全国学力・
学習状況調
査の全国平
均正答率と
の比較値（全
国=100）（小・
中学校）

小学校…
国語

R3
99

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

全国学力・学習状況調査の
全国平均との比較割合を把
握し、本県の学力向上を目
指すため、国語（小・中）
については直近10年間で最
も高かった数値以上を、算
数・数学については全国平
均以上を目標としています。

小学校…
算数

R3
95

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

中学校…
国語

R3
101

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

102
以上

中学校…
数学

R3
96

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

100
以上

33

ふくしま学
力調査の結
果の経年比
較により、
学力が伸び
た児童生徒
の割合（小・
中学校）

小学校…
国語

R3
83.5% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

小学校 4 年生から中学校 2
年生までの同一児童生徒に
おける学力の伸びを把握す
ることができるため、平均
点との比較ではなく、過去
の自分と比較し、「全ての児
童生徒が学力を伸ばす」こ
とを目標としています。

小学校…
算数

R3
73.5% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

中学校…
国語

R3
76.3% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

中学校…
数学

R3
70.8% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

34

CEFR A1 以
上（英検3級
以上相当）の
英語力を有す
る生徒の割合

中学…
3 年生

R元
37.3% 38.8% 40.3% 41.8% 43.3% 44.8% 46.3% 47.8% 49.3% 50.0% 外国語の習熟度を確認す

るため、国際指標である
CEFR（ヨーロッパ言語共通
参照枠）で評価し、文部科
学省が定める第 3期教育振
興基本計画における目標を
R12 までに達成することを
目標としています。

CEFR A2 以
上（英検準
2 級以上相
当）の英語
力を有する
生徒の割合

高校…
3 年生

R元
34.7% 36.4% 38.1% 39.8% 41.5% 43.2% 44.9% 46.6% 48.3% 50.0%

35

児童生徒が
コンピュー
タ ー 等 の
ICT を活用
する学習活
動を行う回
数（1 クラ
ス当たり）
（公立小・
中学校）

「ほぼ
毎日」
小学校

R3
35.2%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

子どもの情報活用能力育成
に向け、学習活動における
ICT 活用機会の増加が必要
であるため、R4 以降、ICT
を活用する学習活動を「ほ
ぼ毎日」実施することを目
標としています。

「ほぼ
毎日」
中学校

R3
53.9%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「週 1
回以上」
小学校

R3
46.8%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「週 1
回以上」
中学校

R3
34.1%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

「ほぼ
毎日」
100%

36

自分にはよ
いところが
あると思う
児童生徒の
割合（小・
中学校）

小学校
R3
74.2% 76% 80% 84% 87% 90% 93% 96% 98% 100%

学級経営の充実等が、主体
的・対話的で深い学びの充
実につながり、学力向上に
寄与することが期待される
ため、R12 までに全ての児
童生徒が自己肯定感を持つ
ことを目標としています。

中学校
R3
72.9% 76% 80% 84% 87% 90% 93% 96% 98% 100%

学校組織の活性化の推進

37
時間外勤務時間月
80 時間を超える教
職員の割合

R2
12.1 % 8.0% 4.0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

質の高い教育を展開するた
め、教職員の心身の健康保
持を図るとともに、児童生
徒と向き合う時間や自己研
鑽の時間を確保し、R6まで
に時間外勤務 80 時間を超
える教職員を 0にすること
を目標としています。

38

地域の人と連携した
授業等を複数回行っ
た教員の割合（小・
中・高・特別支援学
校）

― 60% 70% 80% 90% 100% 100% 100% 100% 100%

地域人材と積極的に連携・
協働を行う教員の割合から、
授業や教育活動の充実に対
する地域との連携の成果を
測ることができるため、「社
会に開かれた教育課程」の
実現を目指し、全教員が行
うことを目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

39

全国学力・
学習状況調
査の結果を
ふくしま学
力調査等の
結果と併せ
て分析し、
具体的な教
育指導の改
善や指導計
画等への反
映を行って
いる学校の
割 合（ 小・
中学校）　

「行って
いる」
小学校

R3
95.1% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

全ての学校において、2 つ
の学力調査を併せて分析
し、活用することで、更な
る教育の充実を図ります。
また、「よく行っている」
と回答する学校の割合を、
R12 までに全国平均を上回
る 50% にすることを目標
としています。

「行って
いる」
のうち
「よく
行って
いる」
小学校

R3
23.9% 26% 29% 32% 35% 38% 41% 44% 47% 50%

「行って
いる」
中学校

R3
91.7% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

「行って
いる」
のうち
「よく
行って
いる」
中学校

R3
18.4% 22% 25.5% 29% 32.5% 36% 39.5% 43% 46.5% 50%

多様性を重視した教育の推進

40

不登校の児童生徒数
（小・中学校）　
※1,000人当たりの
出現率

R元
16.4 人 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない） 児童生徒一人一人が抱えて

いる課題・問題は多種多様
であり、まずは、現状を適
切に把握し、対策を講じて
いくことが必要であるため、
目標値は設定せず、毎年度
適切に把握し、分析するこ
ととしています。

不登校の生徒数
（高校）　
※1,000人当たりの
出現率

R元
8.8 人 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

41
個別の教育支援計画
の引継ぎ率（幼・小・
中・高）

R元
70.9% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

幼稚園、小・中学校、高等学
校において、関係機関と連携
した切れ目のない支援の充実
を目指すため、R4以降全て
の学校での「個別の教育支援
計画」の引継ぎ時での活用を
目標としています。

福島に誇りを持つことができる教育の推進

42
震災学習の実施率
（学校における震災学
習の実施率（小・中
学校））

R2
30.7%
（参考値）

55.0% 80.0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

震災学習は、震災の事実や
教訓と継承、故郷への誇り
を育む上で重要な学習であ
るとともに、風評・風化対
策にもつながるため、段階
的な上昇を目指し、R6以降
実施率 100% を維持するこ
とを目標としています。

43

地域の課題を解決す
るための提言や、社
会に貢献する何らか
の活動を行った生徒
の割合（高校在学中）

R2
17.0%
（参考値）

30.0% 60.0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

課題先進県の本県において、
地域と連携した地域課題探
究学習は、福島ならではの
教育であるとともに、地域
の未来を担う人材育成にも
つながっていくため、R6ま
でに全ての生徒が行うこと
を目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

人生 100 年時代を見通した多様な学びの場づくり

44

全国体力・
運動能力、
運動習慣等
調査におけ
る新体力テ
ストの全国
平均との比
較値（全国
=100）（小・
中学校）

小 5
男子

R元
98.9 99.0

以上
99.1
以上

99.3
以上

99.4
以上

99.5
以上

99.6
以上

99.8
以上

99.9
以上

100.0
以上

新体力テストの全国平均と
の比較割合を把握し、本県
の児童生徒の体力の向上を
目指すため、男子について
は全国平均以上を、女子に
ついては調査開始以後最も
高かった数値以上を目標と
しています。

小 5
女子

R元
101.1 101.2

以上
101.3
以上

101.4
以上

101.5
以上

101.5
以上

101.6
以上

101.7
以上

101.8
以上

101.9
以上

中 2
男子

R元
99.3 99.4

以上
99.5
以上

99.5
以上

99.6
以上

99.7
以上

99.8
以上

99.8
以上

99.9
以上

100.0
以上

中 2
女子

R元
100.1 100.1

以上
100.1
以上

100.1
以上

100.1
以上

100.2
以上

100.2
以上

100.2
以上

100.2
以上

100.2
以上

再掲

自分手帳の活
用率（児童生
徒が自身の健
康課題を認識
し解決する力
を育成するた
め、自分手帳
を活用してい
る学校の割合）
（再掲）

小学生
R2
95.5% 97.0% 98.5% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

自分手帳の活用率を把握し、
児童生徒の健康マネジメン
ト能力の向上を目指すため、
R12 までに小中高全ての児
童生徒が活用することを目
標としています。

中学生
R2
87.9% 89.9% 91.9% 94.0% 96.0% 98.0% 100% 100% 100% 100%

高校生
R2
23.3% 31.8% 40.3% 48.9% 57.4% 65.9% 74.4% 83.0% 91.5% 100%

再掲
肥満傾向児出現率の
全国平均との比較値
（全国 =100）（幼・
小・中・高）（再掲）

R元
133.8 130.0 126.3 122.5 118.8 115.0 111.3 107.5 103.8 100.0

学校保健統計調査により、
肥満傾向児の出現率の全国
の平均に対する福島県の平
均の割合を把握し、肥満傾
向児の出現率の減少を目指
すため、R12 までに全国平
均と同じ出現率にすること
を目標としています。

45
市町村における文化
財保存活用地域計画
を作成した市町村数

R3
0

市町村
2

市町村
3

市町村
4

市町村
5

市町村
6

市町村
7

市町村
8

市町村
9

市町村
10
市町村

文化財の保存と活用を図る取
組を促進するため、「文化財
保存活用地域計画」作成数を
目標とします。県が指導・助
言することにより計画作成を
促進し、R3の計画作成予定
件数 (1件 )と同程度が毎年
増加することを目標としてい
ます。

46
朝食を食べる児童生
徒の割合（小・中・
高・特別支援学校）

R2
96.5% 96.9% 97.3% 97.7% 98.1% 98.4% 98.8% 99.2% 100% 100%

県内公立学校等の朝食摂取
児童等の割合を把握し、望
ましい生活習慣を身に付け
ることや肥満傾向児出現率
の減少を目指すため、R12
までに全ての児童生徒等が
朝食を摂取することを目標
としています。

安心して学べる環境づくり

47
放課後児童クラブの
申込児童に対する待
機児童数の割合

R2
3.6 % 1.8% 0.9% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

全ての児童が放課後等を安
全・安心に過ごすことを目指
して、R6までに放課後児童
クラブの待機児童を解消する
ことを目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

48
日頃、人と人の支え
合いや絆を実感して
いると回答した県民
の割合（意識調査）

R3
63.5% 65.8% 68.1% 70.4% 72.7% 75.0% 77.3% 79.6% 81.9% 84.0%

以上

誰もがいきいきと暮らせる
県づくりに向けた政策の成
果を測る指標として設定し
ました。R3の意識調査にお
いて「どちらでもない」と
回答した県民の割合を現況
値に加えた数値を目標とし
ています。

多様な人々が共に生きる社会の形成

49

「福島県は外国人に
とって暮らしやす
い」と回答した外国
人住民の割合（意識
調査）

― 70.0% ― ― 75.0% ― ― 80.0% ― 80.0%
以上

全国的に外国人住民数の増
加が見込まれ、福島県に住
む外国人の定着が課題と
なっている中、多文化共生
社会の実現に向けた施策が
概ね達成されていると客観
的に評価できる割合として、
80%を目標としています。

50
｢多様性を理解した
社会づくりが進んで
いる｣ と回答した県
民の割合（意識調査）

― 現況値…
を調査 現況値を確認後、目標値を設定する予定 80.0%

以上

多様性理解に向けた施策が
概ね達成されていると客観
的に評価できる割合として、
80%を目標としています。

51 市町村地域福祉計画
策定率

R2
54.2% 67.8% 83.1% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

市町村地域福祉計画は、市
町村が地域住民の抱える生
活課題を把握したり、解決
を図る上で重要な計画です。
県では計画の策定を支援し、
R6までに全ての市町村の策
定（100%）を目標としてい
ます。

52 「やさしい日本語」交流事業参画者数

R2
1,711
人

3,330
人

4,160
人

4,990
人

5,820
人

6,650
人

7,480
人

8,310
人

9,140
人

10,000
人

県内外国人住民が地域で意思
疎通を図れるよう、令和元年
度調査結果に基づき、外国人
住民数のうち日本語での情報
伝達に課題のある約3割の方
に相当する県民が「やさしい
日本語」を扱えることを目標
としています。

人権侵害等の防止対策の強化

53 児童虐待相談対応
件数

R元
2,024 件 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

児童虐待に関する相談支援体
制の整備等、児童虐待の対策
を検討するため、児童相談所
における児童虐待相談対応件
数を把握します。なお、相談
件数の増減には様々な要因が
考えられることから、目標値
は設定せず、毎年度の把握、
分析に用います。

54
配偶者暴力相談支援
センターでの相談件
数

R元
1,627 件 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

配偶者からの暴力に対して必
要となる対策を検討するた
め、相談支援の現況を毎年度
把握します。なお、相談件数
の増減には様々な要因が考え
られることから、目標値は設
定せず、毎年度の把握、分析
に用います。

ひと分野 誰もがいきいきと暮らせる県づくり
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

男女共同参画社会の実現

55 県の審議会等におけ
る委員の男女比率

R2
（女性委員）
35%

いずれの性も 40%を下回らない

意思決定過程における女性
の参画を実現するため、国
の計画における「都道府県
の審議会等委員等に占める
女性の割合」の成果目標で
ある40%以上、60%以下を
参考に目標値を設定してい
ます。

56
民営事業所の管理職
における女性の割合
（係長相当職以上の
女性比率）

R2
19.2% 21.3% 22.4% 23.5% 24.6% 25.6% 26.7% 27.8% 28.9% 30.0%

女性活躍の推進の観点から、
女性が管理職としてどれだけ
登用されているかを測る指
標として、国の計画における
「民間企業の雇用者の各役職
段階に占める女性の割合（係
長相当職）」の成果目標であ
る30%を参考に目標値を設
定しています。

57

県（知事部局）の管
理職における女性職
員の割合（副課長相
当職以上の女性管理
職）

R3
9.1% 9.8% 10.6% 11.3% 12% 12%

以上
12%
以上

12%
以上

12%
以上

12%
以上

女性活躍の推進の観点から、
R2現在の副課長相当職以上
の職員数、定年等退職者数見
込み、登用前段階の女性職員
数及び女性登用率から将来の
副課長相当職以上の女性職員
数を推計し、目標値を設定し
ています。なお、令和4～6
年度の目標値は令和7年度の
目標値に向けて令和3年度の
現況値から毎年一定の割合で
上昇させるとの考え方で設定
しています。

58
地域において、女性
の社会参加が進んで
いると回答した県民
の割合（意識調査）

R3
25.6% 30.2% 34.8% 39.4% 44.0% 48.6% 53.2% 57.8% 62.4% 67.0%

以上

本県の男女共同参画社会の実
現に向けた施策の成果を測
る指標として設定しました。
R3の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

59
男女共同参画に関わ
る講座・イベントの
開催市町村の割合

R元
27.1% 33.1% 39.1% 45.0% 50.9% 56.8% 62.6% 68.4% 74.2% 80.0%

男女共同参画の理解促進に
向け、男女共同参画計画策
定済の市町村割合と同等の
8 割以上の市町村において、
男女共同参画に関わる講座
等が開催されることを目標
としています。

援助を必要とする人を支え、安心、やさしさを実感できる社会の実現

60

自殺死亡率（人口10
万対）

R2
19.6 17.3

以下
17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下

17.3
以下 誰もが健康で生きがいを持っ

て暮らすことのできる社会の
実現に向けて、自殺者数の減
少を目指します。国の方針を
踏まえて、自殺死亡率を平成
27年度比で20%の減少を目
標とし、自殺者数は目標とす
る率に将来推計人口を乗じて
算出しています。自殺者数

R2
355 人 310 人

以下
310 人
以下

310 人
以下

301 人
以下

301 人
以下

301 人
以下

301 人
以下

301 人
以下

288 人
以下

61 生活保護率 R2
9.1‰ 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

福祉政策の取組状況を把握・
分析するため、生活保護者の
割合を把握します。現状に応
じて対策を講じていくことが
目的であるため、目標値は設
定せず、数値の増減に合わせ
て柔軟に施策展開を図ること
としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

62 人口の社会増減
R2

△ 6,278
人

△ 5,580
人

△ 4,882
人

△ 4,184
人

△ 3,486
人

△ 2,788
人

△ 2,090
人

△ 1,362
人

△ 694
人

0
人

本県への新たな人の流れづく
りに向けた政策の成果を測る
ものとして、福島県人口ビ
ジョンにおいて掲げた社会増
減の目標を根拠に、R2の△
6,278 人を R12までに毎年
700人程度改善することを目
標とします。

ふくしまとのつながりの強化、関係人口の拡大

63 移住を見据えた関係
人口創出数

R2
1,334
人

2,444
人

2,999
人

3,554
人

4,109
人

4,664
人

5,219
人

5,774
人

6,329
人

6,884
人

ふくしまとつながる機会を
創出するため、県の施策に
より福島と関わりを持った
人数の累計について、過去3
年の平均増減値の25%増し
の 555人ずつ毎年度増加さ
せていくことを目指します。

64 ふくしまファンクラ
ブの会員数

R2
17,813
人

18,500
人

18,850
人

19,200
人

19,550
人

19,900
人

20,250
人

20,600
人

20,950
人

21,300
人

福島県を応援してくれる
方々の結びつきを強め、将
来的な移住にもつながる関
係人口を創出するため、「ふ
くしまファンクラブ」の会
員登録者数について過去 3
年の平均増減値である 350
人ずつの登録者数の増加を
目指します。

65 J ヴィレッジの来場
者数

R3
4.6
万人

（R3.6 月時点）

29
万人 

34
万人 

44
万人 

50
万人 

51
万人 

52
万人 

53
万人 

54
万人 

55
万人

J ヴィレッジは県内外から利
用者が訪れ、双葉地域全体
の活性化及び交流人口拡大
に寄与する施設です。震災
前の水準（50万人）以上の
来場者数を目指すことを目
標としています。

66
東日本大震災・原子
力災害伝承館の来館
者数

R2
43,750 
人

50,000
人

57,000
人

63,000
人

65,000
人

67,000
人

69,000
人

71,000
人

73,000
人

75,000
人

原発事故の影響を受けた地
域を直に訪れ、複合災害の
記録と教訓を学ぶ、伝承館
の来館者数を増やすことで、
風化の防止及び交流人口の
拡大を図ります。来館者数
の目標は、開館直後半年間
の水準としています。

67 包括連携協定に基づ
く連携事業・取組数

R2
104 件 126 件 138 件 150 件 162 件 174 件 186 件 198 件 210 件 222 件

ふくしまとのつながりの強
化、関係人口の拡大に向けた
施策の成果を測るため、震災
からの復興や地域の活性化に
関し、本県に心を寄せてくだ
さる企業等との連携事業・取
組数を把握し、近年の実績を
踏まえた、毎年度12件ずつ
の増加を目指します。

68
地方創生に関する連
携協定に基づく活動
数

R2
8件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件

ふくしまとのつながりの強
化、関係人口拡大を目指し、
県及び連携協定相手方が連携
協定に基づき主体となる又は
協力する活動を把握し、新型
感染症の影響で減少した件数
を回復、維持していくことを
目指します。

69
県内外企業（ご縁企
業）等との連携事業・
取組数

R2
9件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件 10 件

震災から10年が経過し、福島
県を応援する企業が減少傾向
にある中でも、ふくしまとの
つながりの強化、関係人口拡
大を目指し、これまでご縁の
ある企業を中心に、近年の実
績を踏まえ、毎年度10件の連
携事業や取組を目指します。

ひと分野 福島への新しい人の流れづくり
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

70
J ヴィレッジ全天候
型練習場の利用団体
数

R2
138
団体

141
団体

144
団体

147
団体

150
団体

160
団体

170
団体

180
団体

190
団体

200
団体

全天候型練習場は震災後に整
備した「新生 Jヴィレッジ」
を象徴する施設であり、交流
人口の拡大に寄与する施設で
す。当面はコロナ禍からの回
復を目指し、その後はコロナ
禍前以上の利用団体数を目標
にしています。

71

国内外の友人・知人
に対して、自信を持っ
て紹介できる地元の
もの（自然、特産品、
観光、文化など）が
あると回答した県民
の割合（意識調査）

R3
54.8% 57.4% 60.0% 62.6% 65.2% 67.8% 70.4% 73.0% 75.6% 78.0%

以上

本県とのつながりの強化や関
係人口の拡大に向けた県民の
意識を測り、現状の分析に用
いる指標として設定しまし
た。R3の意識調査において
「どちらでもない」と回答し
た県民の割合を現況値に加え
た数値を目標としています。

移住・定住の推進

72 移住世帯数
R2
723
世帯

868
世帯

941
世帯

1,014
世帯

1,087
世帯

1,159
世帯

1,232
世帯

1,305
世帯

1,377
世帯

1,450
世帯

本県への移住・定住を推進す
るため、県が市町村や関連機
関に調査し把握した移住世帯
数について、過去最高であっ
たR2からR12までに倍増さ
せる1,450世帯を目指します。

73
移住ポータルサイト
へのアクセス数（ペー
ジビュー）

R2
274,250
PV

314,250
PV

334,250
PV

354,250
PV

374,250
PV

394,250
PV

414,250
PV

434,250
PV

454,250
PV

474,250
PV

ふくしまぐらしの魅力を発信
するため、移住ポータルサイ
トへのアクセス数について、
近年のアクセス数の伸びを踏
まえて、毎年度20,000PVず
つ増加を目指します。

74 都内の移住相談窓口
における相談件数

R2
6,395
件

6,600
件

6,700
件

6,800
件

6,900
件

7,000
件

7,100
件

7,200
件

7,300
件

7,400
件

移住相談体制の充実を図る
ため、東京都有楽町に設置
した相談窓口における相談
件数について、R2にコロナ
禍において過去最高の件数
となったことを踏まえ、更
に毎年度 100 件ずつ増加を
目指します。

75 移住コーディネーター
の活動件数

R2
3,115
件

3,292
件

3,381
件

3,469
件

3,558
件

3,646
件

3,735
件

3,823
件

3,912
件

4,000
件

移住・定住に係る受入体制
等充実のため、県内 7 方
部に配置した移住コーディ
ネーターによる現地案内活
動等の件数について、過去
最高であったH30に対して
各振興局約50件ずつ増加と
なる4,000件を目指します。

76 空き家の活用等累計
戸数

R2
366
戸

500
戸

560
戸

630
戸

700
戸

760
戸

820
戸

880
戸

940
戸

1,000
戸

移住者等の良質な住まいの確
保を支援し、移住・定住を促
進するため、県補助事業の活
用による空き家の取得・改修
等戸数を、これまでの年間実
績を上回ることで、R12まで
に1,000戸とすることを目標
としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

77 避難解除区域の居住
人口

R2
66,900
人

増加を目指す

避難地域の復興・再生の状
況を把握する指標として設
定しました。帰還困難区域
の解除の具体的な時期が明
確になっておらず、また、
帰還するかどうかは避難者
の各々の事情を踏まえて帰
還を支援していることから、
前年比で増加を目指します。

78 避難者数
R3.8 月
34,988
人

長期的に 0を目指す

原子力災害により避難地域等
となっている12市町村の復
興・再生のため、除染や居住・
買物等生活環境の整備、心の
ケア、医療・福祉・介護サー
ビス、風評払拭、イノベ構想
推進、農林水産業・観光業等
地域産業の再生、インフラ整
備、廃炉など、復旧復興全般
の施策を総合的に推進し、長
期的に避難者数0を目指すこ
ととしています。

79 避難指示区域の面積 R2
336㎢ 長期的に 0を目指す

避難地域の復興・再生には
避難指示区域の全域解除が
必要です。帰還困難区域（拠
点区域外）の解除に向けた
時間軸が示されていない中
で、今後の見通しを立てる
ことは困難であるため、長
期的に0を目指すことを目
標としています。

80

本県の震災・原発事
故からの復興・再生
が進んでいると回答
した県民の割合（意
識調査）

R3
42.2% 45.3% 48.4% 51.5% 54.6% 57.7% 60.8% 63.9% 67.0% 70.0%

以上

本県の東日本大震災・原子
力災害からの復興・再生に
向けた政策の成果を測る指
標として設定しました。R3
の意識調査において「どち
らでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた
数値を目標としています。

81 移住者受入団体数
R2
13
団体

15
団体

18
団体

21
団体

25
団体

29
団体

34
団体

39
団体

44
団体

50
団体

避難地域の移住・定住施策を
推進するため、移住希望者に
とって気軽に相談でき、移住
を決める上で必要な存在であ
る移住受入団体数を把握し、
事業を通じ4団体/年の登録、
R12に50団体の登録を目標
としています。

複合災害からの復興の加速化、避難地域の復興・再生

82
ふくしま復興再生道
路 8路線 29 工区の
整備完了率

R2
48% 72.0% 79.0% 83.0% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

避難解除区域等の復興を周
辺地域から支援するため、
広域的な物流や地域医療、
産業再生を支える路線とし
て 8路線 29 工区で整備を
進め、第 2期復興・創生期
間（〜R7）で全て完成する
ことを目標としています。

83
双葉郡の商工会会員
事業所の事業再開状
況

R2
74% 79.2% 81.8% 84.4% 87.0% 89.6% 92.2% 94.8% 97.4% 100%

双葉郡内の商工会会員事業
所の事業再開状況を把握
し、引き続き、避難地区事
業者の事業再開を支援し、
R12 までに全ての会員事業
所が県内外で事業再開する
(100%) ことを目標として
います。

84
避難地域 12 市町村
における医療機関の
再開状況（病院、診
療所、歯科診療所）

R3
38
機関

39
機関

41
機関

42
機関

43
機関

45
機関

46
機関

47
機関

49
機関

50
機関

避難地域の生活環境を整え、
復興再生を目指すため、避
難地域 12 市町村における
医療機関の再開状況を把握
します。自治体によっては
5割程度の帰還が見込まれ
ることから、震災前の医療
機関数の5割に当たる、50
機関の再開を目指します。

暮らし分野 東日本大震災・原子力災害からの復興・再生
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

85 救急車の双葉郡内医
療機関への搬送率

R元
60.9% 63.0%

以上
63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

63.0%
以上

避難地域等の救急医療提供
体制の整備促進のため、救
急車の双葉郡内医療機関へ
の搬送率を把握し、東日本
大震災前の平成 22 年の搬
送率 63％以上を目標とし
ています。

86

県は、原子力災害の
被災地域の復興・再
生に向けて、十分な
取組を行っていると
回答した県民の割合
（意識調査）

R3
37.4% 41.0% 44.6% 48.2% 51.8% 55.4% 59.0% 62.6% 66.2% 69.0%

以上

本県の複合災害からの復興
の加速化と避難地域の復
興・再生に向けた施策に対
する県民の満足度を測り、
現状の分析に用いる指標と
して設定しました。R3 の
意識調査において「どちら
でもない」と回答した県民
の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

放射線の不安を解消し、安心して暮らせる取組の推進

87
環境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

R2
44,260 
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

80,000
人

放射線や放射能に関する正し
い知識の普及が進むことを
目指し、他県類似施設の来館
者数を基に「コミュタン福
島」の利用者数目標を毎年
80,000人としています。

88
食と放射能に関する
リスクコミュニケー
ションの実施件数

R2
45 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

60 件 /
年

県内各地域の消費者が、放
射線の不安を解消し、安心
して暮らせる取組を推進す
るため、1市町村当たり毎
年 1回以上開催することを
目標に設定しています。

被災者・避難者が安心して生活再建できる環境づくり

89
ふくしま心のケアセ
ンター年間相談支援
件数

R2
6,679
件

数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

被災者の心的ストレスの軽
減を図り、必要な支援につ
なげていくため、ふくしま
心のケアセンターの年間相
談支援件数を把握します。
なお、相談件数の増減には
様々な要因が考えられるこ
とから、目標値は設定せず、
毎年度の把握、分析に用い
ます。

被災者・避難者の事業再開支援

90
営農が可能な面積の
うち営農再開した面
積の割合

R元
37 % 53% 58% 63% 67% ― ― ― ― 75%

避難地域 12 市町村の復興
を加速化するため、営農再
開の取組やほ場整備を進め
るとともに、R3 に創設さ
れた「福島県高付加価値産
地展開支援事業」を推進す
ることにより、震災後の営
農再開面積の増加傾向等を
踏まえ R12 までに 75% の
面積での営農再開を目標と
しています。

91 沿岸漁業生産額
R2
21 
億円

31
億円

36
億円

40
億円

45
億円

50
億円

63
億円

75
億円

88
億円

100
億円

東日本大震災・原子力災害
により甚大な被害を受けた
水産業の本格的な操業に向
け、生産量増加の取組に加
え、付加価値向上や販路拡
大等の取組を支援し、震災
前（H22・92 億円）を上
回る生産額となることを目
標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

原子力損害賠償の完全実施と円滑な賠償請求に対する支援の実施

92 原子力損害賠償の相
談件数実績

R2
352 件 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

原子力損害賠償の完全実施
に向けた取組の検討に役立
てるため、県への相談の現
況を毎年度把握し、分析に
用います。なお、件数は、
賠償の実施状況により増減
するものであることから数
値目標は設定しません。

93
福島県原子力損害対
策協議会による国又
は東京電力への要望

R2
49 件 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

原子力損害賠償における課
題解消のために実施する要
望・要求活動の実績を指標
として設定し、現状の把握、
分析に用います。なお、課
題を捉え必要に応じて随時
行うものであるため、数値
目標は設定しません。

原子力防災体制の充実と原子力発電所周辺地域の安全確保

94
日頃、放射線の影響
が気になると回答し
た県民の割合（意識
調査）

R3
29.1% 29%

以下
29%
以下

29%
以下

29%
以下

29%
以下

29%
以下

29%
以下

29%
以下

29%
以下

空間線量率測定や安全・着
実な廃炉作業の促進など、
安全・安心の確保の取組に
対する県民意識について把
握し、更なる取組の推進を
図ります。空間線量率につ
いては自然減衰などによる
低減が見込まれるため、現
況値以下を目標値としてい
ます。

95 市町村における原子
力防災訓練実施回数

R2
3回 6回 6回 6回 6回 6回 6回 6回 6回 6回

訓練を通じて原子力防災体
制の充実・強化を図るため、
関係13市町村において、内
閣府の原子力防災訓練ガイ
ダンスに基づき2年に1回
程度実施することとし、6回
を各年度の目標値とします。

96 原子力発電所現地確
認調査回数

R2
263 回

　　　　　　　　福島第一原発　平日毎日（※トラブル時は随時）…
　　　　　　　　福島第二原発　必要に応じ実施

福島第一原子力発電所及び福
島第二原子力発電所の安全か
つ着実な廃炉に向け、適正な
監視体制を構築するために必
要とする現地確認調査の回数
を目標値とします。

97 原子力発電所周辺の
空間線量率

R元
5.19
μ Sv/h

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

現況値
以下

新たな放射性物質の放出に
よる空間線量率上昇の有無
を監視するため、原子力発
電所周辺地域の空間線量率
を調査します。新たな放射
性物質の放出がない場合、
自然減衰などによる低減が
見込まれるため、それぞれ
現況値以下の値を目標値と
します。

風評・風化対策の強化

98

県産農産物価
格の回復状況
※県産農産物取引価格の全
国平均価格に対する割合。
震災前 (H22) の割合
を100*とした場合の、
現在の水準。

R 元
98.43 99.22 99.48 99.74 100 100 100 100 100 100

風評により落ち込んでいる
県産農産物の価格の実態を
把握し、風評払拭の対策を
強化するため、震災前の県
産農産物価格と全国平均価
格の比率を分母に、当該年
の比率を分子に指数を算出
し、R7 までに震災前の水
準に回復する（=指数 100）
ことを目標としています。

震災前のも
もの全国平
均価格に対
する県産も
も価格の割
合:90.92%

…
もも R2

93.97 96.38 97.59 98.79 100 100 100 100 100 100

* 震災前の
牛肉の全国
平均価格に
対する県産
牛肉価格の
割合:95.74%

…
牛肉

R2
90.58 94.35 96.23 98.12 100 100 100 100 100 100

風評・風化対策の強化

98

県産農産
物価格の
回復状況
※県産農
産物取引
価格の全
国平均価
格に対す
る割合。
震 災 前
(H22)の
割 合 を
100* と
した場合
の、現在
の水準。

米
*震災前の米
の全国平均価
格に対する県
産米価格の割
合 :98.40%

R 元
98.43 99.22 99.48 99.74 100 100 100 100 100 100

風評により落ち込んでいる
県産農産物の価格の実態を
把握し、風評払拭の対策を
強化するため、震災前の県
産農産物価格と全国平均価
格の比率を分母に、当該年
の比率を分子に指数を算出
し、R7 までに震災前の水
準に回復する（=指数 100）
ことを目標としています。

もも
*震災前のもも
の全国平均価
格に対する県
産もも価格の
割合 :90.92%

R2
93.97 96.38 97.59 98.79 100 100 100 100 100 100

牛肉
*震災前の牛肉
の全国平均価
格に対する県
産牛肉価格の
割合:95.74%

R2
90.58 94.35 96.23 98.12 100 100 100 100 100 100
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

99 県産農産物の輸出額
R2
227
百万円

242
百万円

249
百万円

256
百万円

263
百万円

271
百万円

278
百万円

285
百万円

293
百万円

300
百万円

県産農産物の海外での販売を
促進するため、米、果物、野
菜、牛肉、花き等の輸出額を
把握し、過去の実績等を踏ま
え、毎年7百万円程度増加さ
せることを目指します。

100 観光客入込数
R2
36,191
千人

42,000
千人

47,000
千人

52,000
千人

57,000
千人

57,600
千人

58,200
千人

58,800
千人

59,400
千人

60,000
千人

観光客数の増加を図るため、
県内観光地の年間入込数を把
握し、ウィズコロナ・アフター
コロナを踏まえた誘客や、震
災・原発事故の風評払拭の取
組を進めます。R7にコロナ
前の水準に回復、以降、過去
の実績を基に毎年約1％増加
させることを目指します。

101 外国人宿泊者数
R2
51,180
人泊

105,000
人泊

147,000
人泊

200,000
人泊

214,000
人泊

229,000
人泊

245,000
人泊

262,000
人泊

280,000
人泊

300,000
人泊

外国人観光客の誘客促進の
ため、外国人目線での効果
的な情報発信等の取組によ
り、R6に旧計画の目標値に
回復、以降、過去の実績を
基に毎年約 7％の外国人宿
泊者数増加を目指します。

102
福島県に良いイメー
ジを持っている人の
割合

R3
46%

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

5割
以上と
する

様々な風評・風化対策事業の
実施により、福島県のイメー
ジ向上を目指すため、現況
(R3)の本県に対する良いイ
メージを持っている人の割合
（46%)よりも高くすることを
目標としています。

再掲
東日本大震災・原子
力災害伝承館の来館
者数（再掲）

R2
43,750
人

50,000
人

57,000
人

63,000
人

65,000
人

67,000
人

69,000
人

71,000
人

73,000
人

75,000
人

原発事故の影響を受けた地域
を直に訪れ、複合災害の記録
と教訓を学ぶ、伝承館の来館
者数を増やすことで、風化の
防止及び交流人口の拡大を図
ります。来館者数の目標は、
開館直後半年間の水準として
います。

103
ふくしま復興ステー
ションにおける「復
興のあゆみ」ページ
の閲覧数

R2
18,960
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件

19,000
件程度

震災からの時間の経過に伴
い、本県の復興に対する関心
が低下していくことが懸念さ
れており、風評を払拭し、風
化を防ぐためには継続した情
報の発信が必要であることか
ら、現状の閲覧数を維持する
ことを目標とします。

104 土砂災害から保全さ
れる人家戸数

R2
15,061
戸

15,379
戸 

15,462
戸 

15,669
戸 

16,305
戸 

16,489
戸 

16,783
戸 

16,873
戸 

17,112
戸 

17,501
戸

土砂災害から生命・財産を守
るため実施又は計画している
砂防関係施設整備の事業計画
の積み上げに基づき、土砂災
害から保全される人家戸数を
R12までに17,501戸とする
ことを目標としています。

105 犯罪発生件数（刑法
犯認知件数）

R2
7,655 件

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

刑法犯認知件数により犯罪
抑止対策の効果や県内の治
安情勢を把握し、犯罪のな
い安全で安心なまちづくり
を目指します。社会情勢や
犯罪の傾向によって認知件
数が変化するため前年対比
で減少を目指すこととして
います。

災害に強い県土の形成

106
土砂災害から保全さ
れる要配慮者利用施
設の率

R2
56% 61% 64% 68% 72% 75% 77% 80% 84% 86%

土砂災害から災害時要配慮
者を守るため実施又は計画
している砂防関係施設整備
の事業計画の積み上げに基
づき、土砂災害から保全さ
れる要配慮者利用施設の割
合をR12までに86%とする
ことを目標としています。

暮らし分野 災害に強く治安が確保されている安全・安心な県づくり
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107
過去の水害を踏まえ
た治水対策により浸
水被害が解消する家
屋数

R2
0
戸

250
戸

300
戸

400
戸

9,000
戸

9,100
戸

9,200
戸

9,300
戸

9,500
戸

11,000
戸

水災害から生命・財産を守るた
め実施又は計画している河川
管理施設整備の事業計画の積
み上げに基づき、令和元年東日
本台風等の過去の災害で浸水
被害が発生した家屋をR12ま
でに11,000戸解消することを
目標としています。

108 防災重点農業用ため
池整備着手数

R2
3箇所 7箇所 16箇所 26箇所 38箇所 50箇所 63箇所 77箇所 98箇所 124箇所

頻発化・激甚化する水災害へ対
応するため、防災重点農業用た
め池1,414箇所のうち、早急に
対策が必要な優先度の高い124
箇所全てについて、「防災重点
農業用ため池に係る防災工事等
の推進に関する特別措置法」期
間中の工事着手を目標としてい
ます。

109

災害発生時に緊急物
資等を輸送する道路
において、大規模地
震後に速やかな機能
回復ができる性能を
確保した橋梁の整備
率

R2
43.0 % 49.0% 53.0% 61.0% 68.0% 73.0% 80.0% 86.0% 93.0% 100%

大規模地震後に速やかな交通機
能を確保するため、緊急輸送路
（第一次確保路線）の橋梁にお
いて、速やかな機能回復が可能
な性能を満たす耐震補強をR12
までに全て完了することを目標
としています。

地域防災力の強化と充実

110 自主防災組織活動カ
バー率

R2
75.2% 78.2% 79.6% 81.1% 82.6% 84.1% 85.6% 87.0% 88.5% 90.0%

自主防災組織の活性化により
地域防災力の向上を図るた
め、R12では全国平均推定値
（90.0%）となることを目標
としています。

111 本県における防災士
認証登録者数

R3
2,902
人

3,120
人 

3,340
人 

3,560
人 

3,780
人 

4,000
人 

4,220
人 

4,440
人 

4,660
人 

4,880
人

防災リーダーの育成を支援
し、地域防災力の向上を図
るため、R2の新規認証登録
者数（220名）と同程度が
毎年増加する数値を目標値
としています。

112 災害時受援計画の策
定市町村数

R2
15
市町村

30
市町村

40
市町村

50
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

受援体制の整備により市町村の
円滑な災害対応を促進するため、
集中的に支援に取り組み、R7に
は全市町村での計画策定を目標
としています。

113

自分の暮らす地域は、
自然災害や大規模な
火災などに対して安
心して暮らせる災害
に強い地域だと回答
した県民の割合（意
識調査）

R3
47.1% 47%

以上
47%
以上

47%
以上

47%
以上

47%
以上

47%
以上

47%
以上

47%
以上

47%
以上

流域治水や公助の推進、自助・
共助の促進など、県の取組に
対する県民意識について把握
し、更なる安全・安心確保の
取組の推進を図ります。災害
発生など様々な要因による増
減も見込まれ、現況値以上を
目標値としています。

114
避難行動要支援者個
別避難計画策定市町
村数

R3
39
市町村

43
市町村

47
市町村

51
市町村

55
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

59
市町村

避難行動要支援者の迅速かつ
的確な避難を図るため、市町村
への支援に集中的に取り組み、
R8には全市町村での計画策定
を目標としています。

115

大規模災害に備えて、
避難場所の確認や食
料の備蓄などを行っ
ていると回答した県
民の割合（意識調査）

R3
45.8% 51.8% 57.8% 63.8% 69.8% 75.8% 81.8% 87.8% 93.8% 100%

避難所の確認や食料の備蓄な
ど、防災意識の高揚を促す県の
取組に対する県民の意識や理
解の状況を把握することで、更
なる取組を推進し、全ての県民
（100%）において、防災意識
の定着が図られることを目標
としています。

116

災害に備えて、自分
（自宅）の避難計画
を作成していると答
えた県民の割合（意
識調査）

R3
9.5% 11.78% 14.06% 16.34% 18.62% 20.90% 23.18% 25.46% 27.74% 30%

以上

避難計画作成を促す県の取組
に対する県民意識を把握し、
更なる安全・安心確保の取組
の推進を図ります。国土交通
省が示した県内総人口に対す
る災害リスクエリア内人口の
割合である29.6%に基づく値
を目標値としています。

危機管理体制の強化

117 市町村の災害廃棄物
処理計画策定率

R2
15.25% 59.32% 72.88% 86.44% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

災害が発生した場合の迅速かつ
的確な災害廃棄物処理に向けた
危機管理体制を強化するため、
国の計画の目標（R7で60%）
を前倒しし、本県においては
R7に100%とすることを目標
としています。
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118 災害医療コーディネー
ター数

R3
16 人 23 人 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人 30 人

災害に強い県づくりに向け
て、災害医療の知識を有す
る「災害医療コーディネー
ター」を災害対策本部や保
健所に各 3名配置できる体
制の整備を目指します。目
標値は現状と必要数を踏ま
えて設定しています。

119 災害拠点病院数
R3

10 箇所 10箇所 12箇所 12箇所 12箇所 12箇所 12箇所 12箇所 12箇所 14箇所

災害に強い県づくりに向け
て、地域において災害時医
療の中心的役割を担う災害
拠点病院の増加を目指しま
す。R5までに県内 12 消防
本部各管内に 1病院を目指
し、R12 までに 14 箇所の
指定を目指します。

120
土砂災害に対する警
戒避難を促す現場標
識の設置率

R2
8% 44% 51% 58% 65% 72% 79% 86% 93% 100%

大雨などの際の早期避難に
つなげるため、対象となる
土砂災害警戒区域におい
て、土砂災害のおそれがあ
る範囲 (土砂災害警戒区域
等 )を示す現場標識の設置
をR12までに全て完了する
ことを目標としています。

121

流域治水の取組にお
いて、洪水時の住民
避難を促す洪水浸水
想定区域図の作成が
必要な 440 河川の
作成率

R2
7% 17% 28% 39% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

洪水時の住民避難を促すた
め、県管理河川で対象とな
る 440 河川において、洪
水浸水想定区域図の作成を
R12 までに全て完了するこ
とを目標としています。

122

下水道雨水計画を有
する 22市町村（R2
時点）のうち浸水時
の住民避難を促す内
水ハザードマップを
作成した割合

R2
18% 36% 45% 54% 63% 72% 81% 90% 100% 100%

浸水時の住民避難を促すた
め、下水道雨水計画を有す
る 22 市町村において、内
水ハザードマップの作成を
R12 までに全て完了するこ
とを目標としています。

防災対策、防火対策の充実、交通安全対策の推進

123 交通事故死者数
R2
57 人 53 人 52 人 51 人 50 人 49 人 48 人 47 人 46 人 45 人

以下

交通における安全安心の確
保に向けて、交通事故死者
数を減らすため、過去の死
者数の減少率等を踏まえ目
標値を設定しています。

124 交通事故傷者数
R2

3,857 人 3,632 人 3,488 人 3,344 人 3,200 人 3,056 人 2,912 人 2,768 人 2,624 人 2,480 人
以下

交通における安全安心の確
保に向けて、交通事故傷者
数を減らすため、過去の傷
者数の減少率等を踏まえ目
標値を設定しています。

125 消防団員数の条例定
数に対する充足率

R2
88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4% 88.4%

全国の消防団員数及び充足
率は減少傾向にあり、R4の
充足率は、県のR2充足率を
下回ることが予想されるた
め、地域防災力の確保に向
けてR2充足率（88.4%) の
維持を目標とします。

126

なりすまし詐欺の認
知件数

R2
135 件

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

認知した件数で先に実施し
た被害防止対策の効果や、
治安情勢を把握し、今後の
対策にいかすことで安全で
安心なまちづくりを目指し
ます。社会情勢や犯罪の傾
向によって認知件数が変化
するため前年対比で減少を
目指します。

なりすまし詐欺の被
害額

R2
22,795
万円

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

前年比
減少を
目指す

127
消防団協力事業所表
示制度を導入してい
る市町村の割合

R2
37.3% 45.5% 49.6% 53.7% 57.8% 61.9% 66.0% 70.1% 74.2% 78.3%

消防団活動に対する企業の
理解・協力の促進を通じて
地域防災力の向上を図るた
め、R12では全国平均推定値
（78.3%）となることを目標
としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

消費生活・食の安全・安心の確保

128

食品や日用品など、
消費生活に関して不
安を感じることな
く、安心して暮らし
ていると回答した県
民の割合（意識調査）

R3
72.0% 77.0% 77.3% 77.6% 77.9% 78.2% 78.5% 78.8% 79.0% 79.0%

以上

本県の消費生活・食の安全・
安心の確保に向けた施策の
成果を測る指標として設定
しました。R3の意識調査
において「どちらでもない」
と回答した県民の割合を現
況値に加えた数値を目標と
しています。

129 ふくしまHACCPの
導入状況

R2
24.3% 39.4% 47.0% 54.6% 62.2% 69.7% 77.3% 84.9% 92.4% 100%

放射性物質管理を含む県独
自の衛生管理手法「ふくし
まHACCP」を導入した食
品営業施設を把握し、食の
安全、放射線の不安解消を
目指すため、R12 までに全
ての施設の導入（100%）
を目標としています。

130
消費生活センター設
置市町村の県内人口
カバー率

R2
75.7 % 77.5% 79.0% 80.5% 82.0% 83.5% 85.0% 86.5% 88.0% 90.0%

県内各地で専門的な知識を
有する相談員による消費生
活相談ができる環境づくり
を進めるため、国の地方消費
者行政強化作戦を基に、消
費生活センター設置市町村
の県内人口カバー率を90%
にすることとしています。

ライフラインの維持管理の強化による安心・快適な生活環境の構築

131
早期に対策を講ずべ
き橋梁・トンネルの
修繕措置率

R2
17%

41% 58% 79% 100%
施設の長寿命化を図るた
め、定期点検を実施した橋
梁・トンネルのうち、判定
区分Ⅲ（早期措置段階）以
上の要対策となった箇所に
おいて、修繕工事をR12ま
でに全て完了することを目
標としています。

40% 60% 80% 100% 100% 100%

132
公共交通（バス路線・
デマンド交通・コミュ
ニティバス）路線数

R2
858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

858
系統

現状維
持を目
指す

人口減少にある中、生活交
通の維持及び地域に適した
交通の確保に向けて、R2
の公共交通路線数（路線バ
ス、デマンドバス）を基準
とし、維持することを目標
としています。

133 通学路における安全
対策の完了率

R2
49% 55% 57% 60% 62% 65% 67% 70% 72% 75%

子どもが安全に安心して通
行できる歩行空間を確保す
るため、県管理道路におけ
る通学路交通安全プログラ
ムに基づき、安全対策が完
了した箇所の割合をR12ま
でに 75% とすることを目
標としています。

134 医療施設従
事医師数

全県
H30
3,819 
人

4,050
人 

4,108
人 

4,167
人 

4,225
人 

4,284
人 

4,342
人 

4,401
人 

4,459
人 

4,518
人

本県における医療施設従事医
師数の推移を把握し、医療提
供体制の充実を目指すため、
R12までに必要となる医師数
を確保・定着させることを目
標としています。

相双
医療圏

H30
158 人 172 人 175 人 179 人 183 人 187 人 191 人 196 人 200 人 204 人

相双地域における医療施設
従事医師数の推移を把握し、
相双地域の医療提供体制の
再構築を図るため、R12ま
でに必要となる医師数を確
保・定着させることを目標
としています。

（1巡目法定点検（H26～H30））（1巡目法定点検（H26～H30））

（2巡目法定点検（R1〜 R5））（2巡目法定点検（R1〜 R5））

暮らし分野 安心の医療、介護・福祉提供体制の整備
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

135 就業看護
職員数

全県
H30
23,912 
人

24,892
人 

25,147
人 

25,531
人 

25,719
人 

25,906
人 

26,094
人 

26,282
人 

26,469
人 

26,469
人

本県における医療機関等が
必要とする看護職員数の推
移を把握し、医療提供体制
の充実を目指すため、R12
までに必要となる看護職員
数を確保・定着させること
を目標としています。

相双
医療圏

H30
1,366 
人

1,469
人 

1,495
人 

1,521
人 

1,546
人 

1,572
人 

1,598
人 

1,624
人 

1,649
人 

1,675
人

相双地域における医療機関
等が必要とする看護職員数
の推移を把握し、相双地域
の医療提供体制の再構築を
図るため、R12 までに必要
となる看護職員数を確保・
定着させることを目標とし
ています。

136 介護職員数
R元
32,473 
人

35,342
人

36,298
人

36,487
人

36,676
人

36,852
人

37,028
人

37,204
人

37,380
人

37,555
人

高齢者が安心して暮らせる
介護・福祉提供体制を整え
るため、市町村が算出した
介護サービス利用者の見込
み数や、各種介護サービス
での就労状況を踏まえて推
計した必要数等を目標とし
ています。

質が高く切れ目のない医療提供体制の構築

再掲
がんの年齢調整死亡
率（全がん・男女計・
75歳未満・人口 10
万対）（再掲）

R元
71.20 70.24 68.8 67.21 65.62 64.03 62.44 60.85 59.26 57.67

がんは昭和59年から本県の
死因の第1位であるなど死亡
者数が多く、全国と比較して
も、がん年齢調整死亡率は高
い状況にあります。がん対策
を推進し、年齢調整死亡率の
減少率が全国並の水準となる
ことを目指します。

再掲

脳血管疾患
年齢調整死
亡率（人口
10万対）（再
掲）

男性
H27
43.7 42.14 41.6 41.06 40.51 39.97 39.43 38.89 38.34 37.8 循環器病は日本の主要な死亡

原因であり、本県も同様の状
況です。脳血管・心疾患年齢
調整死亡率は全国と比べて、
本県は下位の状況です。循環
器病対策を推進し、年齢調整
死亡率が全国並の水準となる
ことを目指します。女性

H27
27.4 25.23 24.7 24.17 23.64 23.11 22.58 22.06 21.53 21.0

再掲
心疾患年齢
調整死亡率
（人口10万
対）（再掲）

男性
H27
79.2 77.67 76.13 74.6 73.07 71.54 70.0 68.47 66.94 65.4 循環器病は日本の主要な死亡

原因であり、本県も同様の状
況です。脳血管・心疾患年齢
調整死亡率は全国と比べて、
本県は下位の状況です。循環
器病対策を推進し、年齢調整
死亡率が全国並の水準となる
ことを目指します。女性

H27
41.1 40.33 39.57 38.8 38.03 37.27 36.5 35.73 34.96 34.2

137 献血目標達成率
R2

102.8% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
100%の
維持を
目指す

質が高く切れ目のない医療提
供体制を実現するためには、
医療現場に安定的に血液製剤
を供給することが必要です。
医療現場の必要量を満たすよ
うに献血目標量を毎年設定し
ていることから、常に100%
の達成を目指します。

138
救急隊員に占める救
急救命士有資格者の
比率

R2
34.4% 37.4% 38.9% 40.4% 41.9% 43.4% 44.9% 46.4% 47.9% 49.4%

救急隊員における救急救命士
有資格者の割合を高めること
を通じ、高度な救急救命措置
を行うため、R12では全国平
均推定（49.4%）となること
を目標としています。

139

身近なところで、必
要な医療を受けるこ
とができる地域に住
んでいると回答した
県民の割合（意識調
査）

R3
70.9% 72.3% 73.7% 75.1% 76.5% 77.9% 79.3% 80.7% 82.1% 83.0%

以上

本県の質が高く切れ目のない
医療提供体制の構築に向けた
施策に対する県民の満足度
を測り、現状の分析に用い
る指標として設定しました。…
R3の意識調査において「どち
らでもない」と回答した県民
の割合を現況値に加えた数値
を目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

医療、介護・福祉、地域住民が互いに連携し地域ぐるみで支える体制づくり

140 県立病院における訪
問看護件数

R2
6,322
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

6,800
件

地域ニーズに即した医療提
供の状況を在宅医療の側面
から把握し、過去最大となっ
た R元訪問看護件数（約
6,500件）に今後増加が見込
まれる300件を加算した値
を目標としています。

141
地域医療情報ネット
ワーク（キビタン健
康ネット）へのアク
セス数

R2
614,775
件

695,000
件

735,000
件

775,000
件

815,000
件

855,000
件

895,000
件

935,000
件

975,000
件

1,015,000
件

医療、介護・福祉の連携を図
るため、地域医療情報ネット
ワーク（キビタン健康ネット）
の普及・拡充を目指します。
過去数年の実績を踏まえ、毎
年アクセス40,000件の増加
を目標としています。

142

地域医療情報ネット
ワーク（キビタン健
康ネット）による情
報共有に同意した患
者件数

R2
46,527
件

71,000
件

82,000
件

93,000
件

104,000
件

115,000
件

126,000
件

137,000
件

148,000
件

159,000
件

医療、介護・福祉の連携を図
るため、地域医療情報ネット
ワーク（キビタン健康ネット）
の普及・拡充を目指します。
過去数年の実績を踏まえ、患
者同意件数10,000件強の増
加を目標としています。

高齢者、障がい者が安心して暮らせる介護・福祉提供体制の整備

143 認知症サポーター数
R2

210,393
人

220,000
人

230,000
人

240,000
人

250,000
人

260,000
人

270,000
人

280,000
人

290,000
人

300,000
人

認知症サポーターとは、認知
症についての正しい知識を習
得した者であり、地域の認知
症の人を見守る役割とされて
います。地域の認知症の人を
見守る体制がどの程度整えら
れているか検討するために資
する指標であり、過去の実績
を踏まえ、年間1万人程度の
養成を目指します。

再掲 市町村地域福祉計画
策定率（再掲）

R2
54.2% 67.8% 83.1% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

市町村地域福祉計画は、市
町村が地域住民の抱える生
活課題を把握したり、解決
を図る上で重要な計画で
す。県では計画の策定を支
援し、R6 までに全ての市
町村の策定（100%）を目
標としています。

144 特別養護老人ホームの
定員数（整備数）

R3
13,451
人

数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

高齢者が安心して暮らせる介
護・福祉提供体制を整えるた
め、特別養護老人ホームの定
員数を毎年度把握します。
なお、本指標は介護サービス
の適切な運用を図るという観
点から、増加のみを目指す指
標ではないため、目標値は設
定していません。

145 地域生活に移行した
障がい者数

R元
8人 増加を目指す

共生社会の実現に向けて、
施設での暮らしから地域生
活へ移行する障がい者の増
加を目指します。地域生活
移行の希望者数が随時変動
し、個人のライフスタイル
の選択に関わる事項である
ことから、長期的な目標値
は設定していません。

146

家庭や身近な施設
で、必要な福祉サー
ビスを受けることが
できる地域に住んで
いると回答した県民
の割合（意識調査）

R3
57.8% 60.8% 63.8% 66.8% 69.8% 72.8% 75.8% 78.8% 81.8% 84.0%

以上

本県の介護・福祉提供体制
の整備に向けた施策に対す
る県民の満足度を測り、現
状の分析に用いる指標とし
て設定しました。R3 の意
識調査において「どちらで
もない」と回答した県民の
割合を現況値に加えた数値
を目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

医療、介護・福祉の人材確保

147 介護福祉士等修学資
金貸付者数

R2
526 人 621 人 671 人 721 人 771 人 821 人 871 人 921 人 971 人 1,021 人

若年層の介護人材の増加を
目的として、介護福祉士養
成施設等の在学者を対象に
返還免除規定付の貸付事業
を実施します。目標値は直
近 10 年間の実績を踏まえ
て設定しています。

148 ICT 導入施設数
R2
172 
施設

277
施設

315
施設

353
施設

391
施設

429
施設

467
施設

505
施設

543
施設

581
施設

介護事業所への介護ロボッ
ト、ICT機器の導入により介
護職員の負担軽減を図ること
で、働きやすい職場環境づく
りを推進し、介護・福祉の人
材確保につなげます。過去の
補助実績を踏まえ、年間38
施設程度に対する導入補助を
行い、導入施設の増加を目指
します。

感染症予防の体制強化

149 認定看護師（感染管理）
数

R3
35 人 38 人 41 人 44 人 47 人 50 人 53 人 56 人 59 人 62 人

本県における感染症対策に関
する取組の更なる推進のた
め、日本看護協会の認定を受
けた認定看護師（感染管理）
について、R12までに必要と
なる人数を養成することを目
標としています。

150 結核罹患率（人口10
万対）

R元
6.94
 

7 7 7 7 7 7 7 7 7

結核は診断や発見が遅れる
と集団感染などのリスクが
あり、予防と早期の発見が
重要です。H28に全国で最
も結核罹患率の低かった県
の罹患率（7.2）を目標に、
結核罹患率の水準維持を図
ります。

151
麻しん・風
しん予防接
種率　

1期
R元
95.7 % 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 感染症予防に積極的に取り組

むため、麻しん・風しんの予
防接種率を把握します。麻し
ん・風しんは定期接種の接種
率を高く維持できれば大規模
な流行には至らないとされる
ことから、定期接種率98％
以上を目指します。2期

R元
94.8 % 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0% 98.0%

152

本県の豊かな自然や
美しい景観が保全さ
れ、野生鳥獣との共
生が図られていると
回答した県民の割合
（意識調査）

R3
53.4% 56.6% 59.8% 63.0% 66.2% 69.4% 72.6% 75.8% 79.0% 82.0%

以上

本県の環境と調和・共生する
県づくりに向けた政策の成果
を測る指標として設定しまし
た。R3の意識調査において
「どちらでもない」と回答し
た県民の割合を現況値に加え
た数値を目標としています。

豊かな自然や美しい景観の保護・保全

153 自然公園の利用者数
H30
10,277 
千人

10,560
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

10,640
千人

ふくしまグリーン復興構想
に基づく自然公園の魅力向
上策等により、震災後減少
した自然公園利用者数の増
加を図るため、H30を基準
とした過去3 年の平均変化
（0.7%） を R5 まで反映し、
R6以降は人口減少等の影響
等を踏まえて前年維持を目
標としています。

暮らし分野 環境と調和・共生する県づくり
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

154 猪苗代湖のCOD値
R元
1.4㎎ /l 1.4㎎ /l

以下
1.4㎎ /l
以下

1.3㎎ /l
以下

1.3㎎ /l
以下

1.2㎎ /l
以下

1.2㎎ /l
以下

1.1㎎ /l
以下

1.1㎎ /l
以下

1.0㎎ /l
以下

美しい猪苗代湖の水環境を次
世代へ継承するため、COD
値を毎年度把握し、湖に流入
する人為的な汚濁物質を最大
限削減した場合に達成可能
で、かつ適用される環境基準
より上位の類型（AA類型）
である1.0㎎ /l以下を目標と
しています。

155 市街地等における無
電柱化整備率

R2
46% 48% 49% 50% 51% 52% 53% 54% 56% 57%

都市防災機能や都市景観の向
上を図るため、福島県無電
柱化推進計画に基づき、無電
柱化の整備が完了した割合を
R12までに57%とすること
を目標としています。

156 自然体験学習等参加
者数

R元
1,476
人

2,265
人

2,255
人

2,246
人

2,238
人

2,229
人

2,221
人

2,213
人

2,205
人

2,200
人

自然環境保全に資する人材育
成に向けて、裏磐梯インター
プリテーション、尾瀬自然体
験の場、野生生物共生セン
ター、猪苗代水環境センター
への環境学習参加者数の合計
値を指標としています。県内
の児童生徒数が減少基調と
なっている中、概ね現状維持
（新型コロナウイルス感染症
の影響を受けていない年度実
績の維持）することを目標と
しています。

157 森林づくり意識醸成
活動の参加者数

R元
178,382
人

136,000
人

144,500
人

153,000
人

161,500
人

163,200
人

164,900
人

166,600
人

168,300
人

170,000
人

植樹祭等の開催を通じ、森林
の役割や県産材を利用する意
義の普及啓発を図るため、新
型コロナウイルス感染症拡大
の影響で減少した参加者数
（R2推定10,700人）を、過
去5年の水準まで回復するこ
とを目標としています。

158 汚水処理人口普及率
R元
83.7% 89.6% 91.1% 92.3% 93.3% 94.2% 95.0% 95.8% 96.5% 97.4%

水環境を保全するため、「ふ
くしまの美しい水環境整備
構想」の整備計画に基づき、
汚水処理施設の整備による
汚水処理人口普及率をR12
までに97.4%とすることを
目標としています。

暮らしにおける地球温暖化対策の推進

159 温室効果ガス排出量
（2013 年度比）

H30
△ 19.2% R3 年度末に数値を設定予定 △ 50%

令和3年 2月に知事が宣言
した「福島県2050年カーボ
ンニュートラル」の実現に
向け、2030年度に温室効果
ガスを基準年度（2013年度）
から50％削減することを目
指します。

160

日頃、省エネルギー
や地球温暖化防止を
意識した取組を行っ
ていると回答した県
民の割合（意識調査）

R3
47.9% 50.7% 53.5% 56.3% 59.1% 61.9% 64.7% 67.5% 70.3% 73.0%

以上

県民の地球温暖化対策に対
する意識を測り、現状の分
析に用いる指標として設定
しました。R3 の意識調査
において「どちらでもない」
と回答した県民の割合を現
況値に加えた数値を目標と
しています。

161
省エネ改修による既
存住宅の年間 CO2
排出削減量

R2
277t 390t 460t 530t 600t 680t 760t 840t 920t 1,000t

環境負荷低減を図るため、
県補助事業の活用による省
エネ改修した既存住宅の暖
房負荷削減量を、これまで
の年間実績を上回ること
で、R12までに1,000t（CO2
換算値）とすることを目標
としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

162

再エネ・省エネ技術
の導入による県管理
施設（県有建築物・
道路・都市公園）の
年間 CO2 排出削減
量

R2
836t 1,659t 1,833t 1,994t 2,154t 2,254t 2,354t 2,454t 2,554t 2,654t

環境負荷低減を図るため、県
管理施設における再エネ・省
エネ技術の導入、道路やトン
ネル、都市公園照明のLED
化の事業計画の積み上げに基
づき、CO2排出量をR12ま
でに2,654t削減することを
目標としています。

163

「福島議定書」事業
（事業所版）参加団
体数

R2
1,640
事業所

3,000
事業所

4,000
事業所

5,000
事業所

6,000
事業所

7,000
事業所

8,000
事業所

9,000
事業所

10,000
事業所

11,000
事業所 「福島県 2050 年カーボン

ニュートラル」の実現に向け
て、事業所版については1割
以上、学校版については8割
以上の参加を目指します。「福島議定書」事業

（学校版）参加団体
数

R2
329
校

900
校

920
校

940
校

960
校

980
校

1,000
校

1,000
校

1,000
校

1,000
校

164 電気自動車等の登録
台数

R2
208,106 
台

増加を目指す

電気自動車等の普及は「福
島県2050年カーボンニュー
トラル」の実現に向けて重
要な視点であり、更なる増
加を目指すこととして目標
設定しています。

環境にやさしい循環型社会づくり

165 一般廃棄物の排出量
（1人 1日当たり）

R元
1,035g/
日

（987g/
日）

(971g/
日 )

（955g/
日）

（939g/
日）

923g/
日

（907g/
日）

（892g/
日）

（876g/
日）

全国
平均値
以下…
（目標
参考値
860g/
日）

環境にやさしい循環型社会の
実現に向け、目標年度まで
に全国平均値以下を目指しま
す。なお、R12の全国平均値
を予測し、860gを目標参考
値とし、目標参考値に向けて、
毎年16g削減することを目
安としています。

166 一般廃棄物のリサイ
クル率

R元
12.7% （14.1%）（14.6%）（15.1%）（15.5%） 16.0% （16.4%）（16.8%）（17.1%）

全国
平均値
以上…
（目標
参考値
17.5%）

環境にやさしい循環型社会
の実現に向け、目標年度ま
でに全国平均値以上を目指
します。なお、R12 の全国
平均値を予測し、17.5% を
目標参考値とし、目標参考
値に向けて、毎年 0.44 ポ
イント改善することを目安
としています。

167 産業廃棄物の排出量

R元
7,722
千トン

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,700
千トン
以下

7,600
千トン
以下

環境にやさしい循環型社会
の実現に向け、排出事業者
は処理費用を自ら負担し、
可能な限りの排出抑制に取
り組んでいる現状にある
が、更なる削減に取り組ん
でいただくため、R8 の予
測値から 1%程度削減する
ことを目標としています。

168 産業廃棄物の再生利
用率

R元
54% 52%

以上
52%
以上

52%
以上

52%
以上

52%
以上

52%
以上

52%
以上

52%
以上

53%
以上

環境にやさしい循環型社会の
実現に向け、排出事業者は企
業努力により、可能な限りの
再生利用に取り組んでいる現
状にあるが、更なる再生利用
に取り組んでいただくため、
R8の予測値から1ポイント
以上高い値とすることを目標
としています。

169 有機農業等の取組面
積

R2
2,957
ha

3,450
ha

3,780
ha

4,110
ha

4,440
ha

4,770
ha

5,100
ha

5,400
ha

5,700
ha

6,000
ha

有機農業及び特別栽培の取
組面積を把握し、農業⽣産
に由来する環境負荷の軽減
や地球温暖化防⽌、⽣物多
様性保全の取組拡大を目指
すため、R12 までに全国の
有機農業の取組面積の推移
（10 年・45%増加）を上回
る面積の拡大を目標として
います。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

野生動植物との共生

170 野生鳥獣による農作
物の被害額

R元
179,326
千円

173,349
千円

167,372
千円

161,395
千円

155,418
千円

149,441
千円

134,497
千円

119,553
千円

104,609
千円

90,000
千円

野生鳥獣による農作物への
被害を減少させるため、生
息環境管理や被害防止対策
の普及拡大を図り、国の鳥
獣被害防止対策の方針等を
踏まえ、R12までに被害額
の半減を目標としています。

171 有害鳥獣捕
獲頭数

イノシシ
R2
35,698
頭

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上

25,000
頭以上
最大限

生活環境被害や農業被害を
減少させるため、イノシシ
管理計画において、イノシ
シ捕獲目標を 25,000 頭以
上最大限、ニホンジカ管理
計画において、ニホンジカ
捕獲目標を 1,400 頭以上
最大限としています。シカ

R2
2,353
頭

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上

1,400
頭以上
最大限

172
自然と伝統が残る農
山漁村地域を大切に
したいと回答した県
民の割合（意識調査）

R3
86.0 % 87.0% 88.0% 89.0% 90.0% 91.0% 92.0% 93.0% 94.0% 95.0%

以上

本県の過疎・中山間地域の
持続的な発展に向けた政策
の成果を測る指標として設
定しました。R3 の意識調
査において「どちらでもな
い」と回答した県民の割合
を現況値に加えた数値を目
標としています。

過疎・中山間地域のひとの確保と地域力の育成

173 地域おこし協力隊定
着率

R2
54.8% 57.4% 58.7% 60.0% 61.3% 62.6% 63.1% 63.6% 64.1% 64.6%

地域おこし協力隊は、条件
不利地域における担い手不
足の解消を目的とした制度
であり、任期終了後の隊
員の定着は地域活力の向
上に資するため、R2 の全
国平均値 63.0% を超える
64.6%を目指します。

174 新たに大学生と活性
化に取り組む集落数

R2
70
集落

76
集落

81
集落

86
集落

91
集落

96
集落

101
集落

106
集落

111
集落

116
集落

集落活性化や関係人口拡大
による持続可能な地域社会
の形成促進のため、大学生
と集落の協働により地域課
題の解決を図る事業に新た
に取り組む集落数につい
て、これまでの実績から毎
年度 5集落ずつの増加を目
指します。

175
地域共同活動による
農地・農業用水等の
保全管理面積の割合

R2
51% 52% 52% 52% 53% 53% 54% 55% 56% 57%

地域住民が共同で行う農
地・水路の保全管理活動等
を拡大し、農村地域の多面
的機能を維持・発揮させる
ため、多面的機能支払制度
や中山間地域等直接支払制
度を推進し、直近 5か年の
推移を踏まえ、R12 までの
取組面積の拡大を目標とし
ています。

176

地域創生総合支援事
業（サポート事業）
のうち「過疎・中山
間地域活性化枠」の
採択件数

R3
14 件 26 件 38 件 50 件 62 件 73 件 84 件 95 件 106 件 117 件

過疎・中山間地域における
集落の地域力向上を促進す
るため、自主的・主体的に
取り組む地域課題解決や地
域活性化等の活動に対する
補助採択件数について、近
年の実績を踏まえ、毎年度
12 件程度の増加を目指し
ます。

暮らし分野 過疎・中山間地域の持続的な発展
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

過疎・中山間地域のしごとの確保

177 過疎・中山間地域に
おける観光入込数

R2
15,068
千人

16,800
千人 

18,600
千人 

20,400
千人 

22,200
千人 

22,400
千人 

22,600
千人 

22,800
千人 

23,000
千人 

23,200
千人

過疎・中山間地域における
産業の振興や雇用の創出を
図るため、R7までにコロナ
前の水準までの回復を目指
し、以降はコロナ前 5年間
の平均値を参考として、毎
年 200 千人ずつの増加を目
指します。

178 特定地域づくり事業
協同組合の認定数

R3
1団体 3団体 4団体 5団体 6団体 7団体 8団体 9団体 10団体 11団体

人口減少地域において年間
を通じた雇用の創出及び地
域の担い手確保を目的とし
た特定地域づくり事業協同
組合について、制度導入（令
和 2年 6月）後の実績を踏
まえ、毎年度 1団体ずつの
増加を目指します。

過疎・中山間地域の暮らしの基盤整備

179
すれ違い困難箇所の
解消率（日常的に通
行に使用する21箇
所）

R2
0% 29% 33% 52% 67% 81% 100% 100% 100% 100%

過疎・中山間地域の住民の安
全・安心で快適なくらしを
守るため、すれ違い困難な道
路（優先的に解消を図る21
箇所）において、道路整備を
R12までに全て完了すること
を目標としています。

180
基幹集落を中心とし
た集落ネットワーク
圏の形成数

R2
48
箇所

54
箇所

57
箇所

60
箇所

60
箇所

60
箇所

60
箇所

60
箇所

60
箇所

60
箇所

人口減少が進む集落におい
て、生活サービス機能や地
域活動の拠点施設が集積し
ている基幹集落とのネット
ワーク形成推進のため、全
国のR2現況値からR6目標
値への増加率を踏まえた箇
所数（60箇所）を目指します。

181

文化活動やスポーツ
活動に積極的に参加
していると回答した
県民の割合（鑑賞を
含む）（意識調査）

R3
31.7% 34.0% 36.3% 38.6% 40.9% 43.2% 45.5% 47.8% 50.1% 52.0%

以上

ふれあいと親しみのある魅
力あふれる県づくりに向け
た政策の成果を測る指標と
して設定しました。R3 の
意識調査において「どちら
でもない」と回答した県民
の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

182
今住んでいる地域が
住みやすいと回答し
た県民の割合（意識
調査）

R3
70.4% 72.1% 73.8% 75.5% 77.2% 78.9% 80.6% 82.3% 84.0% 85.0%

以上

本県のまちづくり・地域づく
りに対する県民の満足度を測
り、現状分析に用いる指標と
して設定しました。R3の意
識調査において「どちらでも
ない」と回答した県民の割合
を現況値に加えた数値を目標
としています。

にぎわいと魅力あるまちづくりの推進

183
市街地内の都市計画
道路（幹線道路）の
整備延長

R2
334.8
㎞

336.0
㎞

336.1
㎞

337.4
㎞

338.5
㎞

339.3
㎞

341.5
㎞

342.8
㎞

343.3
㎞

344.6
㎞

街なかの安全で快適な道路
空間の創出を図るため、都
市計画道路（幹線道路）に
おいて各路線の事業計画の
積み上げに基づき、市街地
内の整備延長をR12までに
344.6㎞とすることを目標と
しています。

184
来街者による賑わい
が維持できていると
回答した商店街の割
合

H30
22.4% 26.2% 27.1% 28.0% 29.0% 29.9% 30.8% 31.8% 32.7% 33.6%

商店街の来街者数が「増え
た」「変わらない」（=「減っ
ていない」）と回答した商店
街の割合を把握し、1年ごと
に1商店街増えるものとし、
R12まで毎年約1%増加す
ることを目標としています。

暮らし分野 ふれあいと親しみのある魅力あふれる県づくり
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

185
まちなかの魅力や賑
わい創出にかかる計
画の策定に取り組む
市町村数

R3
16
市町村

16
市町村

17
市町村

17
市町村

18
市町村

18
市町村

19
市町村

19
市町村

20
市町村

20
市町村

まちづくりにかかる計画を策
定し、活性化策に取り組む市
町村を把握し、まちなかの魅
力向上や賑わい創出を目指す
ため、計画策定に要する期間
を考慮し、2年間で1自治体
が計画策定することを目標と
しています。

186 一人あたりの都市公
園面積

R元
14.2㎡ 14.4㎡ 14.5㎡ 14.5㎡ 14.9㎡ 14.9㎡ 15.0㎡ 15.1㎡ 15.1㎡ 15.2㎡

住民に安らぎや潤いを与える
緑豊かな都市公園の利活用
の推進を図るため、都市公園
整備の事業計画の積み上げに
基づき、都市計画区域内人口
一人あたりの都市公園面積を
R12までに15.2㎡とするこ
とを目標としています。

住民が主役となる地域づくり

187
NPO やボランティ
アと県内自治体等と
の協働事業件数

R2
471 件 495 件 507 件 519 件 531 件 537 件 543 件 549 件 555 件 561 件

NPOによる地域課題の解
決を促進するため、県内の
自治体や民間企業との協働
事業数の増加を目指します。
R7までにコロナ禍以前の状
況まで回復させ、R7以降は
更なる増加を目指します。

188
地域創生総合支援事
業（サポート事業）
のうち「一般枠」の
採択件数

R3
1,661 
件

1,786
件

1,911
件

2,036
件

2,161
件

2,286
件

2,411
件

2,536
件

2,661
件

2,786
件

地域コミュニティの維持・形
成や複雑化・多様化する地域
課題の解決を促進するため、
住民が主体となった地域づく
り活動を支援するサポート事
業について、近年の実績を踏
まえ、毎年度125件ずつの
増加を目指します。

189

住民やNPOなどに
よる地域活動に積極
的に参加していると
回答した県民の割合
（意識調査）

R3
16.7% 18.0% 19.3% 20.6% 21.9% 23.2% 24.5% 25.8% 27.1% 28.0%

以上

住民が主役となる地域づく
りに対する県民の意識を測
り、現状分析に用いる指標
として設定しました。R3の
意識調査において「どちら
でもない」と回答した県民
の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

効果的・効率的な行政の推進

190 市町村への移譲権限
数

R3
1,756 
件

1,775
件

1,794
件

1,813
件

1,832
件

1,851
件

1,870
件

1,889
件

1,908
件

1,927
件

市町村の実情を踏まえなが
ら、県から市町村への権限
移譲を推進するため、毎年、
これまでの実績と同程度
（年間 19件）の推移で権限
移譲を進めていくことを目
標としています。

191 スマートシティに取
り組む市町村数

R3
1 

市町村
2

市町村
4

市町村
5

市町村
7

市町村
8

市町村
9

市町村
10
市町村

11
市町村

13
市町村

市町村によるスマートシティ
の実現と横展開を図るため、
いわき市を除く県内6つの地
域ごとに2市町村及びいわき
市を加えた合計13市町村を
スマートシティに取り組む市
町村数の目標としています。

192 地域のDXによる新
しい価値の創出数 ― 10件 20件 30 件 40 件 45 件 50 件 55 件 60 件 65 件

地域のデジタル変革（DX）
の推進・拡充を図るため、「福
島県デジタル変革（DX）推
進基本方針」の対象期間であ
るR7までに、地域のDXの
取組全48件のうち、概ね達
成されていると評価できる8
割を達成する目標としていま
す。当該目標や地域のDXの
展望等を踏まえ、R12までに
65件を目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

生涯の学び、文化・芸術に親しむ環境づくり

193

県立美術館の入館者
数

R2
11,915 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人 

文化に触れて親しむ機会を創
出するため、県立美術館・県
立博物館・県文化財センター
白河館の入館者数を把握しま
す。現況値がコロナ禍で減少
したことなどを踏まえ、美術
館及び文化財センターはR4
以降、博物館はR6以降入館
者数を維持することを目標と
しています。

県立博物館の入館者
数

R2
65,632 人 105,500 人 116,500 人 129,000 人 129,000 人 129,000 人 129,000 人 129,000 人 129,000 人 129,000 人 

県文化財センター
白河館の入館者数

R2
11,249 人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 30,000人 

194
市町村生涯学習講座
受講者数（人口千人
当たり）

R2
214 人 400 人 560 人 650 人 680 人 710 人 720 人 730 人 740 人 750 人

県民にとって最も身近な生
涯学習の提供主体である市
町村の講座受講者数を指標
とすることで、生涯学習の
全県的な普及を測ることが
でき、直近 3年間で最も高
かった数値以上を目標とし
ています。

195 福島県芸術祭参加行
事数

R2
38 件 110 件 115 件 120 件 125 件 127 件 129 件 131 件 133 件 135 件

県民の文化芸術活動を促進
するため、活動成果を発表
する機会である芸術祭への
文化芸術団体の参加行事数
について増加を目指します。
R7までにコロナ禍前の水準
に回復し、その後は更なる
増加を目指します。

ふくしまのスポーツの推進

再掲
成人の週1回以上の
運動・スポーツ実施
率（再掲）

R元
49.9% 50.0% 51.0% 53.0% 55.0% 57.0% 59.0% 61.0% 63.0% 65.0%

県民の運動・スポーツ習慣の定着
を目指すため、健康の保持増進や
体力の向上のための取組を表す運
動やスポーツをする成人の割合を
把握し、国の目標値をR12の達
成目標値としています。

196
プロスポーツチームの
ホーム公式戦平均入場
者数

R2
2,433
人

5,000
人

5,350
人

5,725
人

6,125
人

6,554
人

7,013
人

7,504
人

8,030
人

8,600
人

本県を拠点に活動するプロスポーツ
チームの試合を観戦することで、ス
ポーツを身近に感じてもらうことを
目指すため、R4をコロナ前の水準
に設定し、過去5年の各所属リーグ
平均最大入場者数の合計8,600人の
入場者数を目指します。

197 全国大会等で上位入賞
する競技者数

R2
個人 :
50 人…
団体 :
9 団体

個人 :
135 人…
団体 :
30 団体

個人 :
135 人…
団体 :
30 団体

個人 :
135 人…
団体 :
30 団体

個人 :
140 人…
団体 :
35 団体

個人 :
140 人…
団体 :
35 団体

個人 :
140 人…
団体 :
35 団体

個人 :
145 人…
団体 :
40 団体

個人 :
145 人…
団体 :
40 団体

個人 :
145 人…
団体 :
40 団体

全国大会等で上位に入賞すること
は、都道府県レベルにおける競技力
の高さを示しており、直近の5年間
の最高値を超え、3年ごとに一定数
（個人 :5名、団体 :5団体）増加させ
ることを目標としています。

198 国民体育大会天皇杯
順位

R元
383.5 点…
39 位

420点
以上…

 35 位以内

420 点
以上…

 35 位以内

420 点
以上…

 35 位以内

450 点
以上…
30 位台
前半

450 点
以上…
30 位台
前半

450 点
以上…
30 位台
前半

480 点
以上…
20 位台
後半

480 点
以上…
20 位台
後半

480 点
以上…
20 位台
後半

全都道府県の総合的な競技力を客観
的に比較できる国民体育大会天皇杯
順位において、3年ごとに一定数（30
点・5位）上昇させ、R12には直近
10年間の最高順位（31位）を超え
ることを目標としています。

199 障がい者スポーツ教
室・大会参加者数

R2
402
人

3,500
人

4,500
人

4,800
人

5,100
人

5,400
人

5,700
人

6,000
人

6,300
人

6,600
人

障がい者の特性に応じたスポーツ活
動による社会参画を促進するため、
毎年行われる約20の教室等におい
て15名増を目標に、R6までにコロ
ナ禍前の数値を達成し、R12まで同
数増を目標としています。

200 総合型地域スポーツク
ラブ事業への参加者数 ― 79,000

人 
79,000
人 

79,000
人 

100,000
人 

100,000
人 

100,000
人 

112,000
人 

112,000
人 

112,000
人 

身近な地域で気軽にスポーツがで
きる環境づくりのため、総合型地
域スポーツクラブ事業において、
3年を一期とし、二期目までコロ
ナ禍前の数値に、三期目は1クラ
ブ当たり1事業増による参加者増
を目標としています。

201 プロスポーツに対す
るふるさと納税件数

R3
40 件 65 件 71 件 78 件 85 件 93 件 102 件 111 件 122 件 133 件

プロスポーツの活動に対する寄附
の増加が、チーム力強化や応援機
運の醸成につながり、入場者増加
による地域活性化が図られるため、
近年のふるさと納税をした県民の
割合や今後想定される公式戦入場
者数の伸びを踏まえ、毎年10%の
増加を目指します。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

202 製造品出荷額等
R元
50,890 
億円

51,911
億円

52,430
億円

52,954
億円

53,483
億円

54,017
億円

54,557
億円

55,102
億円

55,653
億円

56,209
億円

県内製造業の生産拡大及び雇
用創出など地域経済活性化を
図り、地域産業の持続的発展
を促進するため、直近4年間
の平均伸び率を踏まえ、R12
まで前年比1%の増加を目標
としています。

地域の企業が主役となる、しなやかで力強い地域産業の育成・支援

203 県産品輸出額
R2
905
百万円

1,204
百万円

1,304
百万円

1,403
百万円

1,502
百万円

1,602
百万円

1,702
百万円

1,801
百万円

1,901
百万円

2,000
百万円

県産品の海外での販売を促進
するため、農産物、加工食品、
アルコール類、水産物、工芸
品の輸出額を把握し、過去の
実績等を踏まえて、毎年1億
円程度増加させることを目指
します。

204 工場立地件数
R2
581
件

731
件

806
件

881
件

956
件

1,031
件

1,106
件

1,181
件

1,256
件

1,331
件

県内製造業の生産拡大及び
雇用創出など地域経済活性
化を図り、地域産業の持続
的発展を促進するため、工
場の新設及び増設件数につ
いて、直近8年間の平均立
地件数を踏まえ、R12まで
年75件の増加を目標として
います。

205

事業承継計画策定件
数
※経営・事業を円滑
に後継者へ引き継ぐ
ための計画を策定し
た事業所の件数

R2
67 件 100 件 110 件 120 件 130 件 140 件 150 件 150 件 150 件 150 件

経営・事業を円滑に後継者
へ引き継ぐための承継計画
策定を支援し、地域産業の
持続的発展を目指し、事業
承継優遇税制適用期間中は、
これまでの実績(10件程度/
年 )を踏まえ年間10件ずつ
増加させ、年間150件に達
することを目指します。

206

事業継続計画（BCP）
の策定支援件数
※企業が災害等発生時
に損害を最小限に抑
え、事業の継続や早期
復旧を図るための計画
策定を支援した件数

R2
33 件 43 件 48 件 53 件 58 件 63 件 68 件 73 件 78 件 83 件

災害発生時において、事業
継続や早期復旧を図るため
の計画策定を支援するため、
東京海上日動火災保険(株 )
ほか商工団体と協定を締結、
事業者からの需要（5件 /年）
を踏まえ年間5件の計画策
定を支援し、R12までに83
件の計画策定を目標として
います。

207 医療機器生産金額
R元
1,669
億円

1,930
億円

2,026
億円

2,127
億円

2,233
億円

2,344
億円

2,461
億円

2,584
億円

2,713
億円

2,848
億円

県内企業に関する医療機器
関連産業全体の状況を把握
し、地域産業の持続的発展
を目指すため、国内におけ
る直近 10 年間の平均伸び
率が約 5%であることを踏
まえ、R12 まで前年比 5%
増を目標としています。

208 医療機器製造業登録
事業者数

R2
78 件 82 件 85 件 86 件 89 件 92 件 95 件 98 件 101 件 104 件

県内企業の医療機器関連産業
への参入状況を把握し、地域
産業の持続的発展を目指すた
め、直近8年間の県内におけ
る平均増加率が約3%である
ことを踏まえ、R12まで前年
比3%程度の増加を目標とし
ています。

209 県アンテナショップ
の来館者数

R2
895,537
人

936,950
人 

959,375
人 

973,750
人 

988,125
人 

1,002,500
人 

1,016,875
人 

1,031,250
人 

1,045,625
人 

1,060,000
人

県産品の販売を促進するた
め、県観光物産館及び日本
橋ふくしま館ミデッテの来
館者数を把握し、両館の年
間来館者数を直近 3年間で
最も高かった数値以上とす
る目標としています。

しごと分野 地域産業の持続的発展
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

210 吟醸酒課税移出数量
（出荷量）

R2
3,116 
KL

3,208
KL

3,300
KL

3,400
KL

3,500
KL

3,600
KL

3,700
KL

3,800
KL

3,900
KL

4,000
KL

県産品のブランド力向上及
び消費拡大を図るため、県
を代表する産品である日本
酒のうち特に吟醸酒の課税
移出量を把握し、日本酒全
体の課税移出量が減少する
中、毎年直近の対前年伸び
率を継続する目標としてい
ます。

211
県内に、魅力を感じ
る企業があると回答
した県民の割合（意
識調査）

R3
29.4% 33.6% 37.8% 42.0% 46.2% 50.4% 54.6% 58.8% 63.0% 67.0%

以上

地域の企業が主役となる、
しなやかで力強い地域産業
の育成・支援に向けた施策
に対する県民の満足度を
測り、現状分析に用いる
指標として設定しました。…
R3の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

地域の企業における技術力・開発力の強化に向けた支援

212 特許出願件数
R元
260 件 275 件 280 件 285 件 290 件 295 件 300 件 305 件 310 件 315 件

県内企業の技術力・開発力を
強化し、R12までに過去10
年間の最大値（H30年307件）
を超えることを目指して、毎
年5件の増加を目標としてい
ます。

ベンチャーの創出、起業の促進に向けた支援の充実

213 開業率
R元
3.1 % 3.8% 4.1% 4.4% 4.6% 4.8% 5.0% 5.2% 5.4% 5.6%

創業支援体制を整備すること
により、県内における起業が
次々に生まれ着実に成長する
ことを目指すため、過去10
年の最大値である5.6%を目
標としています。

214
浜通り地域等の域内
総生産（GDP）の伸
び率（平成 22年度
対比）

H30
12.3 %

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 12%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 15%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 17%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 19%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 20%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 22%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 23%
程度）

全国と
同等以上
（計画策
定時の推
計 24%
程度）

全国と
同等以上…
（推計
25%
程度）

震災・原発事故で失われた浜
通り地域等の産業を回復する
ため、当該地域の新たな産業
基盤の構築を目指し、平成
22年度対比で全国と同等以
上（令和3年7月の中長期
経済財政に関する試算におけ
る成長率から、25%程度に
なるものと推計）となること
を目標としています。

215
浜通り地域等の建設
業を除いた域内総生
産（GDP）の伸び率
（平成22年度対比）

H30
△ 2.5% 現状の把握・分析に用いる（目標値は設定しない）

浜通り地域等では震災前に比
べて建設業の生産額がより大
きな割合を占めていることか
ら、建設業を除いた域内総生
産の伸びを復興需要を除いた
域内総生産を測るための類似
数値として把握します。なお、
本指標は、指標214との比
較により、状況をより明確化
するために把握するものであ
ることから目標値は設定せ
ず、毎年度、現状の把握、分
析に用います。

216
福島イノベーショ
ン・コースト構想対
象地域における農業
産出額

R元
290
億円

301
億円

313
億円

325
億円

337
億円

349
億円

362
億円

374
億円

387
億円

400
億円

浜通り地域等において、農
林水産業の省力化等を図る
ため、先端技術を活用した大
規模経営の確保・育成や避難
地域等の営農再開の加速化を
推進し、県全域の農業産出額
（2,086億円(R1)→2,400億
円 (R12)15%増加）を上回
る農業産出額を目標としてい
ます。

しごと分野 福島イノベーション・コースト構想の推進
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

217
福島イノベーション・
コースト構想の認知
度

R2
71.8 % 72.0% 73.0% 74.0% 75.0% 76.0% 77.0% 78.0% 79.0% 80.0%

浜通り地域等の新たな産業基
盤の構築を目指す福島イノ
ベーション・コースト構想の推
進や復興の状況発信の分析に
資するため、福島イノベーショ
ン・コースト構想の認知度につ
いて、毎年、1%の着実な向上
を目標としています。

福島イノベーション・コースト構想を基軸とした産業集積・振興

218
福島イノベーション・
コースト構想の重点
分野における事業化
件数

R2
64 件 89 件 105 件 121 件 137 件 153 件 170 件 186 件 202 件 218 件

福島イノベーション・コースト
構想の重点6分野における事業
化を促進し、浜通り地域等の産
業集積・振興を図るため、これ
までの実績を踏まえ、実用化さ
れたもののうち、9割の事業化
達成を目指し、年16件程度の
増加を目標としています。

219 浜通り地域等の工場
立地件数

R2
229 件 289 件 319 件 349 件 379 件 409 件 439 件 469 件 499 件 529 件

県内製造業の地域経済活性化や
避難地域の復興加速化を図り、
福島イノベーション・コースト
構想を推進するため、工場の新
設及び増設件数について、直近
8年間の平均立地件数を踏まえ、
R12まで年30件の増加を目標
としています。

220 浜通り地域等の製造
品出荷額等

R元
15,201
億円

15,815
億円

16,131
億円

16,453
億円

16,782
億円

17,117
億円

17,459
億円

17,808
億円

18,164
億円

18,527
億円

県内製造業の地域経済活性化
や避難地域の復興加速化を図
り、福島イノベーション・コー
スト構想を推進するため、直
近2年間の平均伸び率を踏ま
え、R12まで前年比2%の増
加を目標としています。

221 メードインふくしま
ロボットの件数

R2
43 件 47 件 49 件 51 件 53 件 54 件 55 件 56 件 57 件 58 件

ロボットの普及・啓発や参入企
業のネットワーク形成、研究開
発、人材育成、取引拡大などへ
の支援を通じて、ロボット関連
産業の育成・集積を目指し、直
近の実績を踏まえR4は47件、
以降、毎年度1〜2件ずつ増
加し、R12までに58件を目標
としています。

再掲 製造品出荷額等
（再掲）

R元
50,890
億円

51,911
億円

52,430
億円

52,954
億円

53,483
億円

54,017
億円

54,557
億円

55,102
億円

55,653
億円

56,209
億円

県内製造業の生産拡大及び雇
用創出など地域経済活性化を
図り、地域産業の持続的発展
を促進するため、直近4年間
の平均伸び率を踏まえ、R12
まで前年比1%の増加を目標
としています。

222 スマート農業技術等
導入経営体数

R2
525
経営体

670
経営体

718
経営体

756
経営体

810
経営体

843
経営体

872
経営体

902
経営体

930
経営体

950
経営体

農業の生産性向上や省力化を
図るため、自動操舵システム
を備えた農機や農業用ドロー
ン等のスマート農業技術につ
いて、経営品目等に応じた導
入を推進し、大規模農場では
概ね技術の導入を目指すなど
現状の約2倍の経営体での活
用を目標としています。

223
福島イノベーション・
コースト構想の推進
に係る課税の特例の
認定件数

R2
0件 1件 2件 3件 5件 7件 9件 11件 13 件 15 件

福島イノベーション・コースト
構想の産業集積・振興の現状
分析に資する課税の特例の認
定件数を設定し、対象区域で
ある浜通り地域等15市町村
それぞれから1件以上の認定
を目標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

あらゆるチャレンジが可能な地域の実現に向けた取組の推進

224 浜通り地域等での起
業による事業化件数 ― 10件 19件 31 件 43 件 55 件 67 件 79 件 91 件 103 件

浜通り地域等における産業集
積の促進を図るため、その取
組である「Fukushima Tech 
Create」の採択件数のうち、
採択から5年以内に30%以
上の事業化を目指し、R12年
まで年12件程度の増加を目
標としています。

225
浜通り地域等の福
島イノベーション・
コースト構想に関す
る規制緩和件数

R2
0件 現状の把握・分析に用いる（目標値は設定しない）

震災・原発事故で失われた浜通
り地域等の産業を回復するた
め、当該地域の新たな産業基盤
の構築を目指し、必要な対策を
検討するため、規制緩和の件数
を把握します。なお、対象とな
る規制は福島イノベーション・
コースト構想の進展や地域の
ニーズ等により変化するもの
であることから目標値は設定
せず、毎年度、現状の把握、分
析に用います。

地域の企業が主役となる取組の推進

226
廃炉関連産業への参
入支援による成約件
数

R2
7件 24 件 34 件 45 件 57 件 70 件 84 件 99 件 115 件 132 件

マッチングサポート事務局に
よる元請企業と地元企業との
マッチング等を進め、廃炉分
野の産業集積を図るため、こ
れまでの実績を踏まえ、R4
の年10件以上の成約から毎
年拡大を目指し、R12までに
年15件以上の成約を目標と
しています。

227
浜通り地域等の企業・
団体の福島イノベ倶
楽部参画数

R2
68 企業
・団体

73企業
・団体

78企業
・団体

83企業
・団体

88企業
・団体

93企業
・団体

98企業
・団体

103 企業
・団体

108 企業
・団体

113 企業
・団体

福島イノベーション・コースト
構想の課題の一つである地元
企業の新たな事業展開や取引
の拡大を促進するため、異業
種交流の場である福島イノベ
倶楽部への参画を指標に設定
し、直近の実績から、毎年、
浜通り地域等の5企業・団体
の参画を目標としています。

福島イノベーション・コースト構想を支える人材育成の推進

228

復興知事業で構築し
たプログラムの地元
小中高生現地参加者
数
※現況値は単年度の
人数
※目標値はR3年度〜
R12年度の累計

R2
2,007 
人

4,000
人

6,000
人

8,000
人

10,000
人

12,000
人

14,000
人

16,000
人

18,000
人

20,000
人

福島イノベーション・コースト構
想を担う人材育成のすそ野を
広げるため、復興知事業で構
築したプログラムによる地元
小中高生の現地参加者人数を
把握し、R2の実績を踏まえ、
毎年、2,000人の累積を目標
としています。

229

人材育成事業の対象
学科（工業学科・農
林水産業学科・商業
学科）の新規高卒者
の県内就職率

R2
79.4% 79.5% 79.6% 79.7% 79.8% 79.9% 80.0% 80.1% 80.2% 80.3%

福島イノベーション・コースト
構想を支える人材を確保す
るため、人材育成事業の対
象学科の新規高卒者の県内
就職率を把握し、毎年、0.1%
県内就職率の上昇に転じる
ことを目標としています。

230 新規大学等卒業者の
県内就職率

R2
53.5 % 54.0% 54.5% 55.0% 55.5% 56.0% 56.5% 57.0% 57.5% 58.0%

県内大学等を卒業する学生の
県内就職率を把握し、県内経
済を支える人材の確保を目指
すため、目標設定時において
確認できる過去最高値である
57.8%を上回る58.0%を目
標としています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

231 農業産出額
R元
2,086
億円

2,121
億円

2,156
億円

2,191
億円

2,226
億円

2,260
億円

2,295
億円

2,330
億円

2,365
億円

2,400
億円

避難地域等において営農再開
を進めるとともに、県内全域
において風評払拭、ブランド
力強化、規模拡大、品質向上
等を目指し、震災前（H22
農業産出額2,330億円）を上
回る産出額となることを目標
としています。

232 林業産出額
R元
106
億円

120
億円

124
億円

128
億円

131
億円

136
億円

140
億円

145
億円

148
億円

152
億円

製材工場や栽培きのこ生産施
設の整備、原木しいたけの生
産再開等を促進し、林業の生
産性の向上等を図るため、直
近の生産量に、新たに稼働し
た工場や生産施設による増産
が見込まれる製材や木材チッ
プ、栽培きのこ等の生産量を
加味した生産額を目標として
います。

再掲 沿岸漁業生産額
（再掲）

R2
21
億円

31
億円

36
億円

40
億円

45
億円

50
億円

63
億円

75
億円

88
億円

100
億円

東日本大震災・原子力災害
により甚大な被害を受けた
水産業の本格的な操業に向
け、生産量増加の取組に加
え、付加価値向上や販路拡
大等の取組を支援し、震災
前（H22・92億円）を上回
る生産額となることを目標
としています。

再掲

県産農産物
価格の回復
状況（再掲）…
※県産農産物
取引価格の全
国平均価格に
対する割合。
震災前 (H22)
の割合を100*
とした場合の、
現在の水準。

米
*震災前
の米の
全国平
均価格
に対す
る県産
米価格
の割合 :
98.40%

R 元
98.43 99.22 99.48 99.74 100 100 100 100 100 100

風評により落ち込んでいる
県産農産物の価格の実態を
把握し、風評払拭の対策を
強化するため、震災前の県
産農産物価格と全国平均価
格の比率を分母に、当該年
の比率を分子に指数を算出
し、R7 までに震災前の水
準に回復する（=指数 100）
ことを目標としています。

もも
*震災前
のもも
の全国
平均価
格に対
する県
産もも
価格の
割合：
90.92％

R2
93.97 96.38 97.59 98.79 100 100 100 100 100 100

牛肉
*震災前
の牛肉
の全国
平均価
格に対
する県
産牛肉
価格の
割合 :
95.74%

R2
90.58 94.35 96.23 98.12 100 100 100 100 100 100

農林水産業の多様な担い手の確保・育成

233 新規就農者数
R2
204 人 240 人 260 人 280 人 300 人 310 人 320 人 330 人 340 人 340 人

農家数の減少と高齢化が進む
中、農業の担い手を確保・育
成するため、研修制度の充実
やサポート体制の整備を通
じ、農業経営基盤強化促進法
に基づき市町村が策定した新
規就農者確保数に法人等の雇
用就労者数を加え、R12まで
に年間340人の確保を目標
としています。

しごと分野 もうかる農林水産業の実現
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

234 認定農業者数
Ｒ元
7,377
経営体

7,700
経営体

7,800
経営体

7,900
経営体

8,000
経営体

8,100
経営体

8,200
経営体

8,300
経営体

8,400
経営体

8,500
経営体

持続的な農業生産体制を確立
するため、地域の中心的な担
い手である認定農業者の増加
を目指します。担い手への
農地集積率の目標（75%）と
担い手のうち認定農業者が
担う農地の割合（近年実績
80%）を踏まえ、本県の耕地
約134,000ha（R12）の6割
の農用地を認定農業者が耕作
することを目指し、必要な経
営体数を算出しています。

235 新規林業就業者数
R2
78 人 125 人 140 人 140 人 140 人 140 人 140 人 140 人 140 人 140 人

森林の再生・整備の拡大や
木材産業等の素材生産増加
等を見据え、必要な林業就
業者数を 2,300 人と設定
し、この林業担い手を確保・
維持するために必要な人数
を目標としています。

236

沿岸漁業新規就業
者数
※現況値はH23 年
〜 R2 年までの 10
年間の累計
※目標値は、本格操
業に向けた取組を開
始したR3年〜 R12
年までの累計

ー
75人 20人 30 人 40 人 50 人 60 人 70 人 80 人 90 人 100 人

漁業経営体数（現在590）が
減少傾向にある中、技能研修
等の支援を通じ、漁業担い手
の確保・育成を図り、R12時
点で500経営体を確保する
ため、本格的な操業に向けた
取組を開始したR3からR12
の10年間において100人の
新規就業者を確保することを
目標としています。

237 農業経営収入保険へ
の加入件数

R2
1,513
件

3,000
件

3,265
件

3,530
件

3,795
件

4,060
件

4,325
件

4,590
件

4,855
件

5,120
件

農業の担い手の経営安定に向
けては、災害や新たな感染症
などの影響等による収入減少
に備える必要があることか
ら、近年の加入件数や類似す
る制度からの移行状況を勘案
し、主業農業経営体7,303経
営体（2020農林業センサス）
の7割の加入を目標としてい
ます。

238
農 産 物 販 売 金 額
1,000 万円以上の農
業経営体数

R2
2,746
経営体

2,800
経営体 

2,875
経営体 

2,950
経営体 

3,025
経営体 

3,100
経営体 

3,200
経営体 

3,300
経営体 

3,400
経営体 

3,500
経営体

地域の他産業並の所得を安定
的に確保する意欲ある担い手
の育成を図り、農業産出額や
生産構造が近似する県の増加
率（5年→約110%）を上回
ることを目指し、R8までは
75 経営体 / 年、R9~R12 は
100経営体/年増加すること
を目標としています。

生産基盤の確保と整備の推進

239 ほ場整備率
R2
73.0 % 74.0% 74.5% 75.0% 75.5% 76.0% 76.5% 77.0% 77.5% 78.0%

農業の生産性向上には農地
の大区画化等が必要であり、
市町村等からほ場整備等の
要望があった約4,000ha の
農地を、R12までに計画的
に整備し、完了する面積の
農振農用地に対する割合を
目標としています。

240 担い手への農地集
積率

R2
37.5 % 45% 48% 52% 56% 60% 63% 67% 71% 75%

農業の担い手へ農地を集積・
集約化し、生産力・競争力
を強化するため、国の目標
（80%）に基づき、本県の果
樹・園芸経営の構成等を考
慮し、耕地面積の75%を集
積・集約化することを目標
としています。

241

農林水産試験研究
機関が開発した技
術件数
※現況値はH24 年
度〜 R2 年度までの
9年間の累計
※目標値は R3 年度
〜 R12 年度までの
9年間の累計

ー
265 件 35 件 70 件 105 件 140 件 175 件 210 件 245 件 280 件 315 件

県の試験研究機関が開発した
生産性向上技術、オリジナル
品種、放射性物質対策等の普
及・拡大を図り、県産農林水
産物のブランド力や安全性の
向上、生産現場の課題解決に
資する取組を推進するため、
過去3年間の実績（平均35
件/年）を基に目標を設定し
ています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

需要を創出する流通・販路戦略の実践

242 第三者認証 GAP 等
を取得した経営体数

R2
680 
経営体

920
経営体

1,030
経営体

1,140
経営体

1,250
経営体

1,360
経営体

1,470
経営体

1,580
経営体

1,690
経営体

1,800
経営体

県産農産物の安全・信頼の
確保や経営改善にも資する
第三者認証GAP等の取得を
拡大するため、「ふくしま。
GAPチャレンジ宣言」の考
え方を踏まえ、R12までに
地域の他産業並みの所得を
安定的に確保する意欲のあ
る担い手の過半への導入を
目標としています。

再掲 県産農産物の輸出額
（再掲）

R2
227 
百万円

242
百万円

249
百万円

256
百万円

263
百万円

271
百万円

278
百万円

285
百万円

293
百万円

300
百万円

県産農産物の海外での販売を
促進するため、米、果物、野
菜、牛肉、花き等の輸出額を
把握し、過去の実績等を踏ま
え、毎年7百万円程度増加さ
せることを目指します。

243
地元産の食材を、積
極的に使用している
と回答した県民の割
合（意識調査）

R3
74.6% 76.4% 78.2% 80.0% 81.8% 83.6% 85.4% 87.2% 89.0% 90.0%

以上

地産地消に対する県民の意
識を測り、現状分析に用い
る指標として設定しました。…
R3の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

戦略的な生産活動の展開

再掲 スマート農業技術等
導入経営体数（再掲）

R2
525 
経営体

670
経営体

718
経営体

756
経営体

810
経営体

843
経営体

872
経営体

902
経営体

930
経営体

950
経営体

農業の生産性向上や省力化
を図るため、自動操舵シス
テムを備えた農機や農業用
ドローン等のスマート農業
技術について、経営品目等
に応じた導入を推進し、大
規模農場では概ね技術の導
入を目指すなど現状の約 2
倍の経営体での活用を目標
としています。

244 森林整備面積
R2
6,004 
ha

6,300
ha

6,500
ha

6,700
ha

7,000
ha

7,200
ha

7,400
ha

7,600
ha

7,800
ha

8,000
ha

本格的な収穫期を迎えてい
る森林資源の効果的・効率
的な活用を目指すため、直
近の森林資源の状況や新た
な森林管理システム等によ
る取組を踏まえて、年間
8,000ha での森林整備（造
林、保育、間伐等）を目標
としています。

活力と魅力ある農山漁村の創生

再掲 野生鳥獣による農作
物の被害額（再掲）

R元
179,326 
千円

173,349
千円

167,372
千円

161,395
千円

155,418
千円

149,441
千円

134,497
千円

119,553
千円

104,609
千円

90,000
千円

野生鳥獣による農作物への被
害を減少させるため、生息環
境管理や被害防止対策の普及
拡大を図り、国の鳥獣被害
防止対策の方針等を踏まえ、
R12までに被害額の半減を目
標としています。

再掲

自然と伝統が残る農
山漁村地域を大切に
したいと回答した県
民の割合（意識調査）
（再掲）

R3
86.0% 87.0% 88.0% 89.0% 90.0% 91.0% 92.0% 93.0% 94.0% 95.0%

以上

活力と魅力ある農山漁村の創
生に向けた施策の成果を測
る指標として設定しました。
R3の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

245 農産物の加工や直売
等の年間販売金額

H30
461 
億円

497
億円

506
億円

515
億円

524
億円

533
億円

542
億円

551
億円

560
億円

570
億円

農林漁業者の安定的な所得
や雇用機会の確保の推進、
地域特産物や観光資源など
の地域資源を活用した活動
等を支援し、R12 までに全
国上位県の年間販売額水準
へ増加することを目標とし
ています。
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

246 再生可能エネルギー
導入量

R2
43.4% R3 年度末に数値を

設定予定 ー ー ー ー ー 70.0%

再エネ導入量の現況値及び
今後の見込みを踏まえた上
で、2040年頃を目途に県内
エネルギー需要量の 100%
に相当するエネルギーを再
生可能エネルギーから生み
出すという最終目標を着実
に達成するため、70%を目
標としています

再生可能エネルギー等の更なる導入拡大と利用促進

247 県内消費電力と比較
した再エネ導入量

R2
83.6% R3 年度末に数値を

設定予定 100% 100%
以上

100%
以上

100%
以上

100%
以上

100%
以上

県内電力消費量と比較した再
エネ導入量が100％となる
ことを目指し、R7に達成す
ることを目標としています。
R8以降は100％以上を維持
することを目指します。

248 定置式水素ステー
ションの基数

R2
1基…

( １箇所 )
5 基

（5箇所）
8基

（8箇所）
8基

（8箇所）
12基
（9箇所
程度）

16基
（10箇所
程度）

17基
（11箇所
程度）

18基
（12箇所
程度）

19基
（13箇所
程度）

20基…
（14 箇所
程度）

水素社会の実現に向け、県民
に身近な燃料電池自動車の運
行に欠かすことのできない水
素ステーションの整備を進め
ていくため、大型トラックの
普及にも対応できるようR12
までに20基整備することを
目標としています。

249

日常生活で、再生可
能エネルギー（太陽
光など）を利用した
い。または、すでに
利用している。と
回答した県民の割合
（意識調査）

R3
54.5% 57.7% 60.9% 64.1% 67.3% 70.5% 73.7% 76.9% 80.1% 83.0%

以上

再生可能エネルギーの利活
用に対する県民の意識を測
り、現状分析に用いる指標
として設定しました。R3の
意識調査において「どちら
でもない」と回答した県民
の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積

250
再生可能エネルギー・
水素関連産業の成約
件数

R2
57 件 117 件 149 件 183 件 219 件 257 件 297 件 339 件 383 件 429 件

エネルギー・エージェンシー
ふくしまによる県内企業への
一体的な支援を通じて、再エ
ネ・水素関連産業の育成・集
積を目指すため、直近の実績
を踏まえ、R4は117件（年
間30件）、以降、毎年度2
件ずつ増加し、R12までに
429件以上の成約を目標とし
ています。

251
再生可能エネルギー・
水素関連研究実施件
数

R2
575
 件

779
件

881
件

983
件

1,085
件

1,187
件

1,289
件

1,391
件

1,493
件

1,595
件

県内企業のネットワーク構
築から、新規参入、研究開
発などの支援を通じて、再
エネ・水素関連産業の育成・
集積を目指すため、直近 3
か年平均件数（102 件）を
毎年度見込み、R12までに
1,595 件以上の研究実施を
目標としています。

252
再生可能エネルギー・
水素関連産業の工場
立地件数

R2
68 件 86 件 95 件 104 件 113 件 122 件 131 件 140 件 149 件 158 件

県内企業のネットワーク構
築から、新規参入、人材育
成、研究開発、事業化、販
路拡大、海外展開まで支援
し、再エネ・水素関連産業
の育成・集積を目指すため、
直近3か年平均件数（9件）
を毎年度見込み、R12まで
に158件の工場立地を目標
としています。

しごと分野 再生可能エネルギー先駆けの地の実現
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

再掲 観光客入込数（再掲）
R2
36,191 
千人

42,000
千人 

47,000
千人 

52,000
千人 

57,000
千人 

57,600
千人 

58,200
千人 

58,800
千人 

59,400
千人 

60,000
千人

観光客数の増加を図るため、
県内観光地の年間入込数を
把握し、ウィズコロナ・ア
フターコロナを踏まえた誘
客や、震災・原発事故の風
評払拭の取組を進めます。
R7にコロナ前の水準に回復、
以降、過去の実績を基に毎
年約1%増加させることを
目指します。

ふくしまの地域資源の磨き上げ及び魅力発信による誘客の拡大

253 県内宿泊者数
R2
9,536
千人泊

10,900
千人泊

11,600
千人泊

12,300
千人泊

13,000
千人泊

13,300
千人泊

13,600
千人泊

13,900
千人泊

14,200
千人泊

14,500
千人泊

観光誘客拡大を図るため、
アフターコロナに向けた取
組や、震災・原発事故の風
評払拭の取組により、R7
にコロナ前の水準に回復、
以降、過去の実績を基に毎
年約 2.5% の宿泊者数の増
加を目指します。

254 観光消費額（観光目
的の宿泊者）

R元
120,370
百万円

86,000
百万円

97,000
百万円

108,000
百万円

120,000
百万円

125,000
百万円

130,000
百万円

135,000
百万円

140,000
百万円

145,000
百万円

観光誘客拡大・消費拡大を
図るため、アフターコロナ
に向けた取組や、震災・原
発事故の風評払拭の取組に
より、R7にコロナ前の水準
に回復、以降、過去の実績
を基に毎年約 2.5% の消費
額の増加を目指します。

255 浜通りの観光客入込
数

R2
7,051
千人

8,200
千人

9,200
千人

10,200
千人

11,200
千人

12,200
千人

13,200
千人

14,200
千人

15,200
千人

16,200
千人

浜通りの観光促進のため、
浜通りの観光地に特化した
年間入込数を把握し、ホー
プツーリズムの推進などに
より、R12 に震災前の水準
まで浜通りの観光客入込数
を回復させることを目指し
ます。

256 福島県教育旅行学校
数

R元
6,941
校

4,100
校 

4,600
校 

5,100
校 

5,600
校 

6,100
校 

6,600
校 

7,100
校 

7,600
校 

8,100
校

教育旅行誘致のため、県内
における教育旅行の状況を
把握し、探究学習プログラ
ム造成や誘致活動を行うこ
とで、R4 以降はコロナ影
響前の実績に基づき毎年度
500 校増加、R12 に震災前
超過を目指します。

257 ホープツーリズム催
行件数

R2
63 件 75 件 85 件 95 件 105 件 110 件 115 件 120 件 125 件 130 件

福島ならではの観光誘客を推
進するため、ホープツーリズ
ムを運営する(公財)福島県
観光物産交流協会が募集や
受注、手配等を行ったツアー
催行状況を把握し、プログラ
ム磨き上げ等を行うことで、
R12に現地人材の育成見込み
に伴い現況値からの倍増を目
指します。

再掲

国内外の友人・知人
に対して、自信を
持って紹介できる地
元のもの（自然、特
産品、観光、文化な
ど）があると回答し
た県民の割合（意識
調査）（再掲）

R3
54.8% 57.4% 60.0% 62.6% 65.2% 67.8% 70.4% 73.0% 75.6% 78.0%

以上

本県の観光資源に対する県民
の意識を測り、現状分析に用
いる指標として設定しました。
R3の意識調査において「どち
らでもない」と回答した県民の
割合を現況値に加えた数値を
目標としています。

インバウンド促進に向けた観光の強化

再掲 外国人宿泊者数
（再掲）

R2
51,180
人泊 

105,000
人泊

147,000
人泊

200,000
人泊

214,000
人泊

229,000
人泊

245,000
人泊

262,000
人泊

280,000
人泊

300,000
人泊

外国人観光客の誘客促進のた
め、外国人目線での効果的
な情報発信等の取組により、
R6に旧計画の目標値に回復、
以降、過去の実績を基に毎年
約7%の外国人宿泊者数増加
を目指します。

しごと分野 魅力を最大限いかした観光・交流の促進
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

国際交流の推進

258 MICE（国際的な会
議等）件数

R2
28 件 30 件 30 件 40 件 40 件 40 件 50 件 50 件 50 件 60 件

国際的な会議等の誘致により
国際交流の推進を図るため、
過去の最高件数を参考に、ア
フターコロナにおける国際的
な視察・研修旅行等の増加を
見込み、3か年で10件程度
ずつ増加していくことを目標
としています。

259
安定的な雇用者数
（雇用保険の被保険
者数）

R2
580,442 
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

581,000
人

人口減少、少子高齢化の進行
の中で、雇用保険の被保険者
数を把握し、産業人材の確保
を目指すため、R12まで現況
値を維持することを目標とし
ています。

県内経済を支える人材の確保・育成

再掲 新規大学等卒業者の
県内就職率（再掲）

R2
53.5% 54.0% 54.5% 55.0% 55.5% 56.0% 56.5% 57.0% 57.5% 58.0%

県内大学等を卒業する学生の
県内就職率を把握し、県内経
済を支える人材の確保を目指
すため、目標設定時において
確認できる過去最高値である
57.8%を上回る58.0%を目
標としています。

260 新規高卒者の県内就
職率

R2
81.9% 82.0 % 82.05 % 82.1 % 82.15% 82.2 % 82.25 % 82.3 % 82.35% 82.4%

県内高卒就職者のうち県内事
業所に就職内定した者の割合
を把握し、コロナ後の低下が
想定される中、安定的な上昇
を目指し、県内経済を支える
人材確保を図るため、R12ま
で毎年前年度以上を目標とし
ています。

261 離職者等再就職訓練
修了者の就職率

R2
76.6 % 毎年 75.0%以上

県が実施する離職者等再就
職訓練を修了した者のうち
就職した者の割合を把握し、
全員参加型社会の実現に向
けた職業能力開発を目指す
ため、厚生労働省が定めて
いる毎年75%以上を目標と
しています。

262 技能検定合格者数
R2
569
人

1,250
人

1,263
人

1,276
人

1,289
人

1,302
人

1,315
人

1,328
人

1,341
人

1,354
人

国家検定制度である技能検
定試験に合格した日本人の
人数を把握し、技能の振興
と継承を目指すため、R12
まで、過去 5年間における
平均伸び率である前年比1%
の増加を目標としています。

263 県内企業に就職した
高卒者の離職率

R2
40.2% 39.2% 39.15% 39.1% 39.05% 39.0% 38.95% 38.9% 38.85% 38.8%

新規高卒就職者の卒業後3年
以内の離職率を把握し、社会
情勢によって上下しやすい
本指標を安定的に低下させ、
若者の職場定着を図るため、
R12まで毎年基準年以下及び
全国平均以下の離職率を目標
としています。

264
ふるさと福島就職情
報センター東京窓口
における相談件数

R2
3,054 件 毎年 3,800 人以上

ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口における年間
相談件数を把握し、県内経
済を支える人材の確保を目
指すため、過去 5年間の年
間実績値平均 3,717 件を上
回る年間 3,800 件以上を目
標としています。

しごと分野 福島の産業を支える人材の確保・育成
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

265
ふるさと福島就職情
報センター東京窓口
における就職決定者
数

R2
115 人 毎年 150 人以上

ふるさと福島就職情報セン
ター東京窓口を利用した者の
うち、就職決定した者の人数
を把握し、県内経済を支える
人材の確保を目指すため、過
去5年間の年間実績値平均
148人を上回る年間150人
以上を目標としています。

266
男女の賃金格差（男
性を100とした場合
の女性の比率）<全
年齢平均>

R2
74.4% 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

職場における男女平等の実現
状況に関する現状分析の参考
とするため、賃金面の動向を
毎年度把握し、分析に用いま
す。なお、男女の平均勤続年
数の違いなど、就労構造上の
違いがあることから、目標値
を設定しておりません。

誰もが安心して働ける雇用環境の整備

267 福島県次世代育成支
援企業認証数

R2
765 件 796 件 809 件 822 件 835 件 848 件 861 件 874 件 887 件 900 件

働きやすい職場環境づくりを
推進するため、「ふくしま女
性活躍推進計画」で設定し
たR2の目標値である900件
を超えることを目標に、認証
維持とともに毎年少なくとも
10件以上の認証増加を目標
としています。

268 福島県中小企業労働
相談所の相談件数

R2
236 件 数値は毎年度把握し分析する（目標値は設定しない）

労働トラブルの発生状況や
傾向等の現状分析の参考と
するため、毎年度把握し、
分析に用います。なお、必
ずしも相談件数の増減に
よって労働問題の解決が図
られていると判断できない
ことから、目標値を設定し
ておりません。

269
現在の職業や仕事に
満足していると回答
した県民の割合（意
識調査）

R3
43.4% 46.7% 50.0% 53.3% 56.6% 59.9% 63.2% 66.5% 69.8% 73.0%

以上

本県の安定した雇用環境の
整備に向けた施策に対する
県民の満足度を測り、現状
分析に用いる指標として設
定しました。R3 の意識調
査において「どちらでもな
い」と回答した県民の割合
を現況値に加えた数値を目
標としています。

270 七つの地域の主要都
市間の平均所要時間

R2
86 分 85 分 85 分 85 分 84 分 84 分 84 分 84 分 84 分 82 分

隣接する地域相互の連携強化
や産業活動を支えるため、会
津縦貫南道路などの供用によ
り、七つの地域の主要都市間
の車での平均所要時間をR12
までに4分短縮することを目
標としています。

271

交通ネットワークや
情報基盤が十分に整
備された地域に住ん
でいると回答した県
民の割合（意識調査）

R3
35.0 % 38.5% 42.0% 45.5% 49.0% 52.5% 56.0% 59.5% 63.0% 66.0%

以上

本県の交通基盤や情報基盤の
整備状況に対する県民の満足
度を測り、現状分析に用い
る指標として設定しました。
R3の意識調査において「ど
ちらでもない」と回答した県
民の割合を現況値に加えた数
値を目標としています。

しごと分野 地域を結ぶ社会基盤の整備促進
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指標名 現況値 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 指標の設定根拠

基盤となる道路ネットワークの整備

272
30分以内にインター
チェンジにアクセス
できる市町村数

R2
51 
市町村

51
市町村

51
市町村

51
市町村

53
市町村

53
市町村

53
市町村

53
市町村

53
市町村

53
市町村

道路利用者の広域道路ネット
ワークへのアクセス性向上の
ため、会津縦貫南道路4工区
の供用により、30分以内に
インターチェンジにアクセス
できる市町村数をR12までに
53市町村とすることを目標と
しています。

港湾の整備促進や福島空港の利活用促進による国際競争力を持った物流拠点等の形成

273 福島空港利用者数
R2
68
千人

172
千人

225
千人

254
千人

263
千人

267
千人

271
千人

275
千人

279
千人

283
千人

福島空港の利用促進について、
福島空港利用者数により把握
します。福島空港利用者数は、
新型コロナウイルス感染症の
影響により数年にわたりコロ
ナ前（260千人）より低い状
況が続くと想定されますが、
コロナの影響の回復後はコロ
ナ前の増加率を参考に利用者
増加を目指していきます。

274 福島空港定期路線数
R2
2路線 3路線 3路線 4路線 4路線 4路線 5路線 5路線 5路線 6路線

福島空港の利用を促進すると
ともに、定期便及び定期便に
準ずる運航路線の誘致活動を
積極的に行うことで3年間で
1路線が増えることを見込み、
R12までに合計6路線を目指
していきます。

275

小名浜港 ･相馬港の
年間総貨物取扱量

R2
23,335 
千トン

24,100
千トン

24,700
千トン

25,300
千トン

25,900
千トン

26,440
千トン

26,900
千トン

27,360
千トン

27,820
千トン

28,600
千トン

地域産業や東日本地域のエ
ネルギー供給を支える国際
物流拠点としての役割を担
うため、年間総貨物及びコ
ンテナ貨物取扱量を企業ヒ
アリングによる取扱貨物量
の将来推計に基づき、港湾
機能強化を図りながら、R12
までに 28,600 千トン及び
26,500TEUとすることを目
標としています。

小名浜港 ･相馬港の
年間コンテナ貨物取
扱量

R2
18,466 
TEU

24,500
TEU

24,500
TEU

24,750
TEU

25,000
TEU

25,300
TEU

25,600
TEU

25,900
TEU

26,200
TEU

26,500
TEU

情報基盤の充実による住みやすい環境づくり

276 携帯電話人口カバー
率

R3
99.94% 99.97% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99% 99.99%

携帯電話等のエリア整備によ
り住みやすい環境の整備を図
るため、全国の人口カバー率
（全国人口ベースの平均）で
ある99.99％に追いつくこと
を目標としています。
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